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また、災害の態様、被災者・被災地の実情に応じ、次のとおり、郵便業務に係る災害特別事

務取扱い及び援護対策を迅速かつ的確に実施するものとする。 

ア 被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の郵便局において、被災世帯に対し、通常

葉書及び郵便書簡を無償交付するものとする。 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除を実施するものとする。 

ウ 被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、その他総務省令で定める法人又は団体

にあてた救助用の現金書留郵便物等の料金免除を実施するものとする。 

エ 被災地の被災者の救助を行う地方公共団体等にあてた救助用の物を内容とするゆうパック

の料金免除を実施するものとする。 

オ 被災者の救助を行う団体が被災者に配付する救助物資を購入するために必要な費用に充て

るため、あらかじめ当該団体からの申請に基づき、総務大臣の認可を得て、お年玉付郵便葉

書等寄附金を配分する。 

(4) 中部電力株式会社（※1）、株式会社ＪＥＲＡ 

ア 電力設備の災害予防措置を講ずるとともに、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が

発せられた場合には電力施設の応急安全措置等災害予防に必要な応急対策を実施する。 

イ 発災後、被災状況を調査し、その早期復旧を図る。 

ウ 他電力会社との電力緊急融通のための対策を実施する。 

（※1）中部電力パワーグリッド株式会社及び中部電力ミライズ株式会社を含む。（以降同じ。） 

(5) 東邦瓦斯株式会社（※） 

ア ガス施設の災害予防措置を講ずるとともに、地震防災応急対策に係る措置を実施する。 

イ 発災後は被災施設の復旧を実施し、供給停止等の需要家に対して、早期供給再開を図る。 

（※）東邦ガスネットワーク株式会社を含む。（以降同じ。） 

(6) 日本通運株式会社、福山通運株式会社、佐川急便株式会社、ヤマト運輸株式会社、西濃運輸

株式会社 

国、地方公共団体等からの要請に応じて、災害応急対策の実施に必要な物資又は資材の輸送

を行う。 

(7) 西日本電信電話株式会社 

ア 地震防災応急対策を実施するために必要な公衆通信施設の整備を行う。 

イ 発災後に備えた災害応急対策用資機材及び人員の配備を行う。 

ウ 災害時における公衆通信の確保並びに被災施設及び設備の早期復旧を図る。 

エ 気象等警報を市町村へ連絡する。 

オ 電話サービス契約約款等に基づき、災害関係電報電話料金等の免除を行う。 

(8) エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

ア 災害時における情報等の正確かつ迅速な収集、伝達を行う。 

イ 災害応急措置の実施に必要な通信に対し、通信設備を優先的に利用させる。 

ウ 発災後に備えた災害応急対策用資機材及び人員の配備を行う。 

エ 災害時における通信の確保並びに被災施設及び設備の早期復旧を図る。 

オ 電話サービス契約約款等に基づき、災害関係電話料金等の免除を行う。 

(9) ＫＤＤＩ株式会社 

ア 災害対策本部を設置し、直ちに地震防災応急対策を行う。 

イ 災害時における電気通信の確保、被災施設及び設備の早期復旧を図る。 
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ウ 災害応急措置の実施に必要な通信に対して、防災関係機関からの要請により優先的に対応

する。 

(10) 株式会社ＮＴＴドコモ 

ア 発災後に備えた災害応急対策用資機材及び人員の配備を行う。 

イ 災害時における携帯電話の通信確保並びに被災施設及び設備の早期復旧を図る。 

ウ 携帯電話等サービス契約約款等に基づき、災害関係携帯電話料金等の免除を行う。 

(11) ソフトバンク株式会社 

ア 災害時における重要通信の確保、及び被災した電気通信設備等の早期復旧を図る。 

イ 災害応急措置の実施に必要な通信に対して、防災関係機関からの要請により優先的に対応

する。 

ウ 災害時における情報等の的確かつ迅速な収集、伝達を行う。 

 (12) 楽天モバイル株式会社 

ア 災害時における携帯電話の通信確保並びに被災施設及び設備の早期復旧を図る。 

イ 災害応急措置の実施に必要な通信に対して、防災関係機関からの要請を優先的に対応する。 

ウ 災害対策本部を設置し災害時における情報等の正確かつ迅速な収集、伝達を行う。 

(13) 株式会社イトーヨーカ堂、イオン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン－イレブン・

ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホールデ

ィングス 

ア 国、地方公共団体等からの要請に応じて、災害応急対策の実施に必要な物資の調達又は供

給等を行う。 

 

５ 指定地方公共機関 

(1) 愛知県尾張水害予防組合 

ア 水防施設、資機材の整備と管理を図る。 

イ 水防計画の策定及びその推進を図る。 

(2) 各ガス事業会社 

ア ガス施設の災害予防措置を講ずる。 

イ 発災後は被災施設の復旧を実施し、供給停止等の需要家に対して、早期供給再開を図る。 

(3) 一般社団法人愛知県トラック協会 

 緊急輸送対策本部及び支部対策室は、関係機関からの緊急輸送要請に対応する。 

(4) 名古屋鉄道株式会社 

ア 線路、ずい道、橋梁、停車場、盛土及び電気施設等その他輸送に直接関係ある施設の保守・

管理を行う。 

イ 警戒宣言時の正確かつ迅速な伝達を行う。 

ウ 地震災害警戒本部等を設置し、地震防災応急対策の円滑な推進を図る。 

エ 旅客の避難、救護を実施する。 

オ 列車の運転規制を行う。 

カ 発災後の早期復旧を期するため、その準備体制をとる。 

キ 災害により線路が不通となった場合は、自動車による代行輸送、連絡社線による振替輸送

等を行う。 

ク 死傷者の救護及び処置を行う。 

ケ 対策本部は、運転再開にあたり必要により抑止列車の車両の検査、乗務員の手配等を円滑

に行う。 
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止を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努めるものとする。 

(5) 地域との共生と貢献 

緊急時における企業・組織の対応として、自社の事業継続の観点からも、地域との連携が必

要であることから、地元地域社会を大切にする意識を持ち、地域との共生に配慮するよう努め

る。 

企業の社会貢献の例としては、義援金・物資の提供、帰宅困難者等への敷地や建物の一部開

放、被災地域の災害救援業務を支援するために必要とされる技術者の派遣等がある。また、被

災時に救護場所や避難場所となる可能性が高い施設を企業が有する場合、当該施設の自家発

電・自家水源・代替燃料などを平常時から確保することが望ましい。 

 

２ 市、県及び商工団体等における措置 

市、県及び商工団体等は、企業のトップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図るとと

もに、事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定を促進するための情報提供や相談体制の整備などの支援

等により企業の防災力向上の推進を図るものする。 

また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練への積極的参加の呼びか

け、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

(1) 事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定促進 

ア 普及啓発活動 

市、県及び商工団体等は、企業防災の重要性や事業継続計画（ＢＣＰ）の必要性について

積極的に啓発していくものとする。また、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取

組等の防災・減災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に

努めるものとする。 

イ 情報の提供 

企業が事業継続計画（ＢＣＰ）等を策定するためには想定リスクを考える必要があり、そ

のため、市及び県はそれぞれが策定している被害想定やハザードマップ等を積極的に公表す

るものとする。 

(2) 相談体制の整備等 

市、県及び商工団体等は、企業が被災した場合に速やかに相談等に対応できるよう、相談窓

口・相談体制等について検討するとともに、被災企業等の事業再開に関する各種支援について

予め整理しておくものとする。また、県及び市は、あらかじめ商工団体等と連携体制を構築す

るなど、災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努める

ものとする。 
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第２章 建築物等の安全化 
 

■ 基本方針 

○ 現在、建築物の構造上の安全性は、建築基準法を基盤に日本建築学会等の技術基準によっ

てかなり高い水準が確保されているが、防災上重要な建物となる公共施設は、より強い地震

を想定して、発災時の倒壊防止に加えて、十分な機能確保が図られるように努める必要があ

る。 
○ 地震発生時の避難、救護、応急対策活動の本拠となる建築物の耐震性の強化を図るととも

に、その他の公共建築物についても耐震性の確保を図らなければならない。 
○ 大規模かつ広域的な災害時に発生する膨大な業務量（救出・救助活動等の初動対応、道路

啓開、がれき処理等の復旧活動、被災者の生活再建支援業務等）を軽減するためにも、住宅

等を含めた建築物の耐震化・不燃化を一層推進するとともに、非構造部材の転倒・落下防止

対策を推進する。 
○ 交通・ライフライン関係施設等は、住民の日常生活及び社会・経済活動上、欠くことので

きないものであり、地震発生後の災害復旧の根幹となるべき使命を担っているため、事前の

予防措置を日頃から講じておくことが重要かつ有効である。 
 

第 1節 建築物の耐震推進                           

１ 市における措置 

(1) 総合的な建築物の耐震性向上の推進 

地震発生時の避難・救護拠点となる施設を始めとする既存建築物の耐震性の向上を図るため、

「耐震改修促進計画」に基づき、総合的な建築物の耐震性向上の推進を図っていくこととする。 

特に、地震で建築物が倒壊することによる避難路の閉塞を防ぐために、優先的に耐震化に取

組むべき避難路を指定し、その避難路沿道建築物の耐震診断の結果報告を義務付けることや、

ブロック塀等の付属物の耐震対策を推進することで、対象建築物の耐震性向上を図る。 

(2) 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の適正な施行 

建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、大規模な地震が発生した場合においてその

利用を確保することが公益上必要な建築物として、指定避難所等の防災上重要な建築物（昭和

56 年 5 月 31 日以前に着工した既存耐震不適格建築物に限る。）を指定し、耐震診断結果の報告

を義務付けることとする。 

 

２ 耐震改修促進計画 

(1) 既存耐震不適格建築物の耐震改修を促進するため「耐震改修計画」の認定制度、建築物の地

震に対する安全性に係る認定制度等の適正な施行に努めることとする。 

(2) 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により策定した「耐震改修促進計画」に基づき、

総合的な既設建築物の耐震性の向上を推進していくこととする。 

また、耐震改修促進計画において、耐震診断義務付け対象建築物として、指定避難所等の防

災上重要な建築物（昭和 56 年 5月 31 日以前に着工した既存耐震不適格建築物に限る。）を指定

し、耐震診断結果の報告期限を定めることとする。 

(3) 学校、病院、百貨店、事務所等多数の人が利用する一定規模以上等の特定既存耐震不適格建

築物の所有者・管理者等に対し、耐震診断及び耐震改修の実施について、パンフレットなどに

より普及・啓発するものとする。 
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３ 公共建築物の耐震性の確保・向上 

(1) 防災上重要な建築物の耐震性の確保 

市は災害時の応急活動等を円滑に進めるために次の市有施設を「防災上重要な建築物」とし

て各施設の耐震性の確保を図り、災害時の施設機能停止・低下の回避に努めるものとする。 

特に、災害時の拠点となる市庁舎等については、発災後に果たす機能を勘案し、建築物の構

造の強度の確保や非構造部材の耐震対策等により、地震後に継続使用できるための改修を促進

する。 

ア 防災上重要な建築物  

（ア）災害時の復旧活動指示、制御等防災業務の中枢を担う市庁舎、消防本部等 

（イ）被災者の緊急救護所、避難所となる、学校等の施設 

イ 防災上重要な建築物に対する対応 

（ア）新設建築物の耐震設計・施工の確保 

（イ）既存建築物の耐震化整備計画の策定 

（ウ）既設建築物のうち耐震性の不足する建築物の耐震改修の促進 

(2) その他の市有建築物の耐震性の確保 

その他の市有建築物のうち耐震性の不足するものの耐震改修 

(3) 民間の防災上重要な建築物の耐震性の確保 

市は「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に規定する、病院、学校及び劇場、駅、百貨

店等多数の人が利用する特定建築物や、その他の防災上重要な建築物について、耐震性の向上

を図るため、民間施設関係団体等の指導に努めるものとする。 

 

４ 一般建築物の耐震性の向上促進及び減災の推進 

(1) 民間住宅の耐震診断･耐震改修等促進 

    昭和 56 年５月以前に着工された旧建築基準で建てられた木造住宅（以下「旧基準住宅」とい

う。）については、大規模地震により人命に関わる倒壊の危険性が高いため、市は、旧基準住宅

を対象に無料耐震診断員派遣事業を実施する。 

(2) 民間住宅の減災化施策の促進 

県は、旧基準住宅を対象に市の実施する減災化促進に関する補助事業に助成することにより、

旧基準住宅の減災化の促進を図るものとする。 

(3) 一般建築物の耐震診断・耐震改修等の促進 

ア 普及・啓発 

市は、一般建築物所有者が、必要に応じ耐震診断及び耐震改修等を行い、その対策を講じ

ていただくよう普及･啓発に努めるものとする。 

イ 避難路沿道建築物の耐震診断費の助成 

県が耐震化及び耐震改修の促進を図る必要があると認める避難路の沿道に所在する建築物

に対し、耐震診断費を助成する。 

ウ 市の耐震診断費補助事業への助成 

県は、民間の特定既存耐震不適格建築物、防災上重要な建築物に対する市の耐震診断費補

助事業に助成するものとする。 

エ 市の耐震改修費・除却費補助事業への助成 

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき耐震診断の結果報告が義務付けられて
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いる建築物に対する市の耐震改修費・除却費補助事業に助成するものとする。 

オ 建築関係団体や大学等と連携した取組 

県、市及び建築関係団体で構成する愛知県建築物地震対策推進協議会は、建築物の耐震診

断や耐震改修の促進など震前対策等の推進に努めるものとする。 

県内の国立 3大学法人、県、名古屋市等で構成する愛知建築地震災害軽減システム研究協

議会は、有機的に災害軽減システムの研究を推進し、その研究成果を広く普及するものとす

る。 

(4) 住宅等地震対策普及啓発の推進 

市は、住宅等の地震に対する知識を広めるため、建物等のわかりやすい補強方法等を記した

パンフレット・リーフレット等を市民に配布するなど地震対策知識の普及に努めるものとする。 

(5) その他の安全対策 

住宅・建築物の構造強化だけでは十分とはいえず、ブロック塀の倒壊、家具の転倒、窓ガラ

ス・天井の破壊・落下やエレベーターの閉じ込め、敷地の崩壊などに対する対策を推進する。 

 

５ 都市建築物の防災対策 

(1) 高層建築物の防災対策 

11 階建以上又は高さ 31m を超える高層建築物については、消防機関の立入検査強化を始め、

現行消防法に規定された消防用設備等の完全設置及びその維持管理についての適正な運用、防

火管理者制度の円滑な推進を図るとともに、消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練の励

行について関係市町村を通じて指導の強化に努めるものとする。 

また、長周期地震動の危険性や家具等の転倒防止の重要性について広く県民や事業者に周知

し、高層階における室内安全対策を促進する。 

 

６ 被災建築物の応急危険度判定の体制整備 

(1) 応急危険度判定士の養成等 

県は、市や愛知県建築物地震対策推進協議会と協力して、建築士等を対象に判定士養成講習

会を実施し、判定士の養成に努めるものとする。 

（2）愛知県建築物地震対策推進協議会による相互支援体制の推進 

市、県及び建築関係団体は、震災時における応急危険度判定の実施をより迅速かつ的確に行

うため、愛知県建築物地震対策推進協議会において、県内市町村相互の支援・判定体制の確立

に努めるものとする。 

 

第２節 交通関係施設等の整備                          

１ 施設管理者等における措置 

施設ごとに耐震性を必要とされる構造物については、耐震性の強化を図るとともに、その他の

施設についても被害軽減のための諸施策を実施し、被害を最小限にとどめるよう予防措置を講ず

るものとする。 

 

２ 道路施設 

(1) 道路・橋梁等の整備 

ア 災害に強い道路ネットワークの整備 
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大地震等の災害発生時においても、我が国の経済活動、国民に及ぼす影響を最小化し、災

害応急活動の実施に必要な物資・資機材・要員等の緊急輸送を行うため、緊急輸送道路を事

前に指定するとともに、その整備に努める。さらに、必要な代替ルートの確保に努める。 

イ 橋梁等の耐震性の向上 

（ア）新設橋梁等 

新たに橋梁等を建設する場合は、耐震性に配慮した建設を積極的に推進し、道路機能

の確保を図る。 

（イ）既設橋梁等 

緊急輸送道路等における重要な橋梁について橋梁本体の耐震補強を推進する。 

ウ ライフライン共同収容施設の整備 

震災時において、電気、電話、ガス、上水道等のライフラインの安全性・信頼性の向上を

図り、また、道路上の工作物等をできる限り少なくして、災害応急対策の円滑な実施を図る

ため、ライフラインの共同収容施設である共同溝・電線共同溝の整備を推進する。 

（2）緊急輸送道路の指定 

市及び県は、地震直後から発生する緊急輸送（救助、救急、医療、消火活動及び避難者への緊

急物資の供給等に必要な人員、物資等の輸送）を円滑かつ確実に実施するために必要な緊急輸送

道路及びくしの歯ルートをあらかじめ指定するものとし、他の道路に優先して地震防災対策を実

施する。 

緊急輸送道路及びくしの歯ルートは、以下のとおり区分するものとする。 

 

第１次緊急輸送道路 
 県庁所在地、地方中心都市及び重要港湾、空港等を連絡し、広域の

緊急輸送を担う道路 

第２次緊急輸送道路 

 第１次緊急輸送道路と市区町村役場、主要な防災拠点（行政機関、

公共機関、港湾、災害医療拠点、自衛隊等）を連絡し、地域内の緊急

輸送を担う道路 

第３次緊急輸送道路 その他の道路（※） 

くしの歯ルート 

津波等により甚大な被害を受けた地域での救援・救護活動を支援する

ための「道路啓開」を最優先に行う道路 

（第 1 次及び第 2 次緊急輸送道路から選定する） 

（※）「その他の道路」とは、愛知県緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会、又は市の防

災計画で定めた緊急輸送道路で、第１次、第２次緊急輸送道路以外の道路。 

 

(3) 重要物流道路の指定 

平常時、災害時を問わず安定的な輸送を確保するため、物流上重要な道路輸送網を重要物流

道路（代替・補完路を含む。）として国が指定を行う。指定された重要物流道路は、道路管理者

が機能強化を実施する。 

(4) 沿道建築物に耐震診断を義務付ける道路の指定 

南海トラフ地震等の大規模地震への備えとして、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に

基づき、広域的な避難、救助の観点から必要な道路を、沿道建築物に耐震診断の結果の報告を

義務付ける道路として指定する。 
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(5) 応急復旧作業のための事前措置 

地震発生後、早期に緊急輸送道路を確保するため、道路の被害状況を迅速に把握し、それに

基づく応急復旧への早期着手及び復旧資機材の速やかな調達体制づくりに努める。 

 

３  河  川 

(1) 河川の整備 

      河川、堤防については整備されつつあるが、地域開発の増進により排水量が急増し、施設の

機能低下をきたしている箇所については、堤防の嵩上げ等の応急対策のほか、恒久対策として

堤防の損傷に起因する浸水を未然に防止するため、河川の維持水位を極力低下させる河川改修

を計画的に推進する必要がある。また、排水施設についても、地震に対してその機能が保持で

きるよう改築、整備を図る。 

 

第３節 ライフライン関係施設等の整備                      

１ 施設管理者、県（防災安全局、建設局）及び市における措置 

(1) 施設の代替性及び安全性の確保 

電力施設、ガス施設、上水道、下水道、通信施設等の管理者は、ライフライン関係施設等につ

いて、地震災害においては耐震性の確保、津波災害においては耐浪性の確保を図るとともに、系

統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

(2) 早期復旧や予防保全の迅速化に向けた相互の連携 

県及び市は、停電や通信障害が広域的に発生する事態に備え、倒木の伐採・除去や道路啓開

作業等の支援など、電気事業者、通信事業者、建設業団体、自衛隊等関係機関と早期復旧のた

めの協力体制の整備を推進する。また、県、電気事業者及び通信事業者は、倒木等により電力

供給網、通信網に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。なお、事前伐採

等の実施に当たっては、市との協力に努める。 

 

２ 電力施設 

(1) 設備面の対策 

ア 発・変電設備 

発・変電設備は、地盤の強度や機器等の耐震性を考慮した設計がされているが、過去に発

生した災害に伴う被害の実態等を考慮し、各設備の被害防止対策を講ずる。 

イ 送・配電設備 

地震による不等沈下、地すべり等を生ずる可能性が高い軟弱地盤にある設備については、

基礎の補強等による耐震対策を考慮するとともに、これらの地帯への設備の設置は極力避け

る。 

(2) 体制面の対策 

ア 保安の確保 

設備の巡視・点検を行い、保安の確保を図る。 

イ 資機材等の確保 

災害時のために日ごろから資機材等確保の体制を確立する。 
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（ア）応急復旧用資機材及び車両 

（イ）食糧その他の物資 

ウ 電力融通 

災害発生時に供給力が不足することも考えられるので、他電力との電力融通体制を確立す

る。 

 

３ ガス施設 

県下各ガス事業者は、各社の実情に応じて、以下の対策を実施する。 

(1) ガス工作物の耐震性の向上 

ア 製造設備 

新設設備は、ガス工作物の技術上の基準、製造設備等耐震設計指針等に基づき耐震性を考

慮した設計とし、既設設備については、耐震性を維持するため、設備の重要度に応じて定期

点検を行い、補強等必要に応じた対策を講じる。 

イ 供給設備 

新設設備は、ガス工作物の技術上の基準、ガス導管耐震設計指針等に基づき耐震性を考慮

した設計とし、既設設備は、必要に応じて補強を行う。 

(2) 緊急操作設備の強化 

ア 設備の緊急停止装置等 

緊急時の保安確保を図るため、高中圧ガス製造設備への緊急停止装置の設置、液化ガス貯

槽、大型の油貯槽、球形ガスホルダー、高圧導管等への緊急遮断装置の設置を行う。 

イ 緊急放散設備等 

製造設備及び導管の減圧を安全に行うため、必要に応じ、緊急放散設備等を設置する。 

ウ 中圧 B導管・低圧導管 

迅速な地域ブロック化が可能となるよう、遮断する設備を整備する。 

エ 地震計の設置 

地震情報を速やかに入手し、地震の規模、被害程度を推定し、早急な応急対策を講ずるた

め、供給区域内主要地点に地震計を設置し、地震のデータを収集できるよう整備する。 

オ 通信設備 

主要拠点間の情報連絡、データ伝送、遠隔操作等に必要な無線設備の整備拡充を図る。ま

た、緊急処理、復旧作業時の情報連絡のための移動無線等の整備拡充を図る。 

(3) 応急復旧体制の整備 

ア 関係官庁、一般社団法人日本ガス協会等との非常時の連絡体制の整備、強化を図る。 

イ 復旧動員体制（工事会社を含む。）の整備、強化を図る。 

ウ 復旧を迅速に行うための、低圧導管の地区別ブロックの維持を図る。 

エ 復旧用資機材、飲料水、食料等以下に示す物品について備蓄又は調達体制の整備を図る。 

非常用資機材、機工具、車両、燃料、救急医薬品、飲料水、食料、代替熱源、その他 

オ 教育・訓練の充実を図る。 

カ 需要家における地震時の処置に関する広報活動を推進する。 

キ 警察、消防、報道機関等との連携の強化を図る。 

ク 一般社団法人日本ガス協会を通じた全国規模の救援隊受入れのため、応急復旧用資機材置
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場、駐車場、仮設現場事務用地、救援隊員用の宿泊施設、食料・飲料水、その他必要物資、

備品等の確保についての調査及び調達体制の整備を図る。 

ケ 災害発生時に早期復旧を図るための導管管理図面を整備し、さらに、迅速な対応が可能と

なるよう、管理図面についてコンピューターマッピングシステム化等の充実を図る。 

コ 二次災害の防止や需要家の不安の解消を迅速に行い、また、復旧作業の円滑な推進を図る

ための広報活動マニュアルの整備を進める。 

 

４ 上水道 

(1) 施設の防災性の強化 

水道施設の耐震性については、施設の新設拡張、改良等の際に十分に耐震設計及び耐震施工

を考慮する必要がある。 

また、商用電力の停電時の対策として、必要に応じて自家発電設備等を整備する。さらに、

水道施設による二次災害の防止と応急給水を確保する観点から、配水池等において緊急遮断弁

を設置していく必要がある。 

被災時の給水拠点となる配水池等の増設及び耐震性を強化する。また、老朽管の更新を進め

るとともに、指定避難所、医療施設などの給水拠点までは、管路の耐震化、津波に対する安全

性の確保に努める。 

(2) 応急給水用資機材の点検補修 

給水車、給水タンク、ドラム缶、ポリ容器、水袋、バケツ、ろ水機、消毒用塩素剤（次亜塩

素酸ソーダ、塩素等）、水質検査用器具（残塩計、PH 計）等の資機材を平素から整備し、点検

補修しておかなくてはならない。また、借上げ可能な資機材については、その調達先、在庫数

を平素から調査しておかなくてはならない。 

(3) 応急給水体制と防災用資機材の整備拡充 

水道施設の被災により、水道の給水機能を継続できなくなった場合は、市民が必要とする最

低限の飲料水を確保するため、市が中心となって応急給水活動を実施しなければならない。給

水方法は、指定避難所、医療施設、配水池などの給水拠点において、水道水を原則供給するも

のとする。応急給水活動に必要な給水車、給水タンク、消毒剤、ろ水機、可搬式ポンプ、可搬

式発電機及び運搬車両の整備増強を図っていくものとする。 

(4) 防災非常時の協力体制の確立 

水道事業者は、自ら飲料水の供給又は施設の復旧が困難な場合は、近隣市町村又は県へ応援

を要請し、応援の要請を受けた市町村又は県は、これらに積極的に協力する。 

 

５ 下水道 

下水道管理者（県及び市）は、下水道施設の計画、設計、施工及び維持管理に当たっては、「下

水道施設の耐震対策指針と解説（公益社団法人日本下水道協会）」及び「下水道の地震対策マニュ

アル（公益社団法人日本下水道協会）」に適合させ、かつ、地域や地質の実状に応じて必要な対策

を講じる。 

(1) 管渠施設の対策 

下水道管理者は、流下機能を確保することができないと予測される管渠から順次補強する。 

また、新たに下水管渠を敷設する場合には、基礎、地盤条件等、総合的な見地から検討し、

計画するが、地盤の悪い箇所に敷設する場合は、人孔と管渠の接合部に可撓性伸縮継手を使用
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する等の工法で実施する。なお、液状化のおそれのある地盤に敷設する場合には、地盤改良等

の対策を実施する。 

(2) ポンプ場、終末処理場施設の対策 

下水道管理者は、最低限の下水処理機能を確保できないと予測される施設から順次補強する。 

なお、液状化のおそれのある地盤に築造する場合には、構造物だけでなく、埋設配管の基礎

についても地盤改良等の対策を実施する。 

また、商用電力の停電時の対策として、必要に応じて自家発電設備等を整備する。 

(3) 復旧用資機材の確保 

下水道管理者は、可搬式排水ポンプその他復旧に必要な資機材の確保及び整備に努める。 

(4) 復旧体制の確立 

下水道管理者は、被災時には、その自治体の関係職員、関係業者、手持ち機械器具、復旧用

資機材だけでは対応が不十分となることが予想されるため、「下水道事業災害時中部ブロック支

援に関するルール」に基づき、中部 10県 4市の相互支援等の体制を確立する。 

(5) 民間団体等の協力 

下水道管理者は、発災後においても下水道施設の維持又は修繕が迅速かつ円滑に行われるよ

う民間事業者等との協定締結などに努める。 

 

６ 通信施設 

(1) 電気通信 

ア 西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

西日本電信電話株式会社及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社は、国内

電気通信事業の公共性を鑑み、災害時においても通信の確保ができるよう、設備の耐震・防

火・防水、伝送路の多ルート化等の防災対策を推進し、被害の未然防止を図っている。 

（ア）設備の耐震対策 

① 建物、鉄塔の耐震対策 

② 通信機械設備の固定・補強等 

（イ）防火・防水対策 

① 防火シャッター、防火扉・防火壁の整備 

② 防水扉・防潮板の設置 

③ 下水管・ビル内のマンホール・洞道からの浸水防止 

④ 爆発性危険物の保管方法、整備及び取扱方法の徹底 

（ウ）通信網の整備 

① 伝送路の多ルート化 

② 大都市における洞道網の建設促進及び整備 

（エ）各種災害対策機器の整備 

① 孤立防止用衛星電話機の配備 

② 可搬型無線機の配備 

③ 非常用移動電話交換装置及び電源装置の配備 

④ 舟艇の配備 

⑤ 防災用資機材の配備 

（オ）防災に関する訓練 
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① 災害予報及び警報伝達の訓練 

② 災害時における通信の疎通訓練 

③ 設備の災害応急復旧訓練 

④ 社員の非常呼集の訓練 

（カ）長時間商用電力供給停止による通信リソース停止対策の見直し 

蓄電池、発電装置系の耐震対策を強化 

イ ＫＤＤＩ株式会社 

ＫＤＤＩ株式会社は、国際電気通信事業の公共性に鑑み、災害に際しても国際通信を確保

できるよう平素からその関連設備及び付帯設備の防災構造化を実施している。 

国際伝送路の多ルート化、代替伝送路の設定、国内伝送路の確保等については、国内外の

関係機関と密接な連絡調整を行う。 

激甚な大規模災害に備えて、阪神・淡路大地震を教訓に、長時間商用電力供給停止に対す

る自家発電機用燃料補給対策の確立及び被災地域への国際通信の疎通確保対策の検討を行う。 

（ア）設備の耐震対策 

① 建物、鉄塔の耐震対策 

② 通信機械設備の固定・補強等 

（イ）防火対策 

① 防火シャッター、防火扉、スプリンクラー等消火設備の整備 

② 構内通信ケーブルの延焼防火措置の実施 

（ウ）通信網の整備 

① 国際伝送路の多ルート化 

② 国内外代替伝送路の確保 

（エ）防災に関する訓練 

① 災害予報及び警報伝達の訓練 

② 災害時における通信の疎通訓練 

③ 国際通信設備等の応急復旧訓練 

④ 社員の非常参集訓練 

（オ）被災地域への通信の疎通確保対策の検討 

① 国際電話のオペレータによる取扱いと運用体制の検討 

② 車載地球局、可搬型地球局の利用による国際通信疎通手段確保の検討 

③ 可搬型国際電話ブース配備の検討 

（カ）緊急連絡手段確保対策 

① 緊急社員呼出しシステム導入の検討 

② アマチュア無線、防災無線、携帯電話、パソコン通信等を活用した連絡網導入の検     

討 

（キ）緊急輸送対策 

委託ヘリコプターによる自家発電機用燃料補給及び復旧要員輸送ルートの整備 

ウ 株式会社ＮＴＴドコモ 

株式会社ＮＴＴドコモは、移動通信事業の公共性を鑑み、災害時においても通信の確保が

できるよう、設備の耐震・防火・防水、伝送路の多ルート化等の防災対策を推進し、被害の

未然防止を図っている。 

なお、激甚な大規模災害が発生した場合には、速やかに通信機器の機能回復を図るととも

に、他の利用可能な通信施設との連携を取り、通信手段を確保するための緊急対策及び抜本

対策を策定し、各種通信対策を図ることが必要である。 
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（ア）設備の耐震対策 

① 建物、鉄塔の耐震対策 

② 通信機械設備の固定・補強等 

（イ）防火・防水対策 

① 防火シャッター、防火扉、防火壁の整備 

② 防水扉・防潮板の設置 

（ウ）通信網の整備 

① 伝送路の多ルート化 

② 重要通信センタの分散化 

（エ）各種災害対策機器の配備 

① 移動無線基地局車の配備 

② 移動電源車の配備 

③ 非常用マイクロ設備の配備 

④ 衛星携帯電話及び携帯電話の配備 

（オ）防災に関する訓練 

① 災害予報及び警報伝達の訓練 

② 災害時における通信の疎通訓練 

③ 設備の災害応急復旧訓練 

④ 社員の非常呼集の訓練 

（カ）長時間商用電力供給停止による通信リソース停止対策 

蓄電池、発電装置の長時間化 

（キ）被災地域への通信の疎通確保対策 

① 災害対策機器による通信の疎通確保 

② 非常用基地局による通信の疎通確保 

エ ソフトバンク株式会社 

ソフトバンク株式会社は、電気通信事業の公共性に鑑み、災害時においても可能な限り電

気通信サービスを確保し提供できるよう、平素より通信設備等の信頼性向上に努める。 

（ア）設備の耐震対策 

① 建物、鉄塔の耐震対策 

② 通信機械設備の固定・補強等 

（イ）防火・防潮対策 

① 防火シャッター、防火扉、スプリンクラー等消火設備の整備 

② 防水扉・防潮板の設置 

（ウ）通信網の整備 

① 伝送路の多ルート化 

② 主要な中継交換機の分散設置 

③ 主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置 

（エ）防災に関する訓練 

① 災害予報及び警報伝達 

② 非常招集 

③ 災害時における通信そ通確保 

④ 各種災害対策用機器の操作 

⑤ 電気通信設備等の災害応急復旧 
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⑥ 消防 

⑦ 避難と救護 

（オ）被災地域への通信の疎通確保対策の検討  

衛星回線により基地局伝送路の検討 

（カ）緊急輸送対策  

委託ヘリコプターによる復旧要員輸送ルートの整備 

オ 楽天モバイル株式会社 

楽天モバイル株式会社は、電気通信事業の公共性に鑑み、災害時に際しても可能な限り電

気通信サービスを確保し提供できるよう、平素から通信設備等の信頼性向上に努める。 

（ア）設備の耐震対策 

①建物、鉄塔の耐震対策 

②通信機械設備の固定・補強等 

（イ）防火対策 

①防火シャッター、防火扉、スプリンクラー等消火設備の整備  

（ウ）通信網の整備 

①伝送路の多ルート化 

②主要な中継交換機の分散設置 

③主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置 

（エ）防災に関する訓練 

①災害予報及び警報伝達 

②非常招集 

③災害時における通信疎通確保 

④各種災害対策用機器の操作 

⑤電気通信設備等の災害応急復旧 

⑥消防 

⑦避難と救護 

（オ）被災地域への通信の疎通確保対策の検討 

可搬型基地局等を用いた衛星回線による通信確保の検討 

（カ）緊急連絡手段確保対策  

コミュニケーションツールの活用を含めた複数の通信手段の整備 

（キ）緊急輸送対策  

関係機関との連携による輸送手段の確保の検討 

 

(2) 専用通信 

災害時の情報連絡手段として、無線を利用した専用通信は、極めて有効な方法である。現在、

県、市、警察、気象庁、国土交通省、海上保安庁、東海旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式

会社、中日本高速道路株式会社、さらに電力・ガス会社、私鉄等防災関係機関において設置さ

れているこれら専用通信の確保については、基本的には次のような点に特に留意していくこと

が重要である。 

ア 耐震性の強化 

局舎、装置等について、耐震性の強化に努める。 

イ 伝送路の強化 

通信機能を確保するために、衛星通信回線の設定、バックアップ回線の設定、ルートの二

重化等を促進する。また、地域住民への災害情報の伝達手段として、同報無線局の早急な設

置を促進する。 

ウ 装置、器材の充実 
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予備電源、移動無線、可搬型無線機、携帯電話等の資機材の充実整備を図り、災害に備え

る。 

エ 定期的な点検の実施 

常時使用可能とするため、施設・装置の定期的な保守点検を実施する。 

オ 防災訓練等の実施 

通信の重要性を認識し、平素から関係者による休日や夜間における防災訓練を実施して、

機能の確保及び通信設備の習熟に努める。 

カ 移動系無線局の配備 

防災関係機関は、被災地において円滑な情報の収集伝達手段を確保するため、地震に強い

移動系無線局の効果的活用に努めるものとする。 

(3) 各種通信対策 

ア 防災相互通信用無線局 

災害現場に集結する各防災関係機関が連携して有効適切な防災活動を実施するには、その

情報の伝達の手段として、各防災関係機関が開設する防災相互通信用無線局を利用する。(一

般的に、同一免許人間でのみ利用が可能で、他の免許人と通信することはできないが、防災

相互通信無線は、他免許人との通信ができる。) 

イ 放送 

放送は、非常災害時における住民への情報の伝達手段として極めて有効であるので、大地

震の発生等に際して、その機能を確保するため次のような対策の推進に努めるものとする。 

（ア）送信所の建物、構築物の耐震力の強化を図る。 

（イ）放送設備、特に放送主系統設備、受配電設備、非常用発電設備等の耐震対策を実施す

る。 

（ウ）放送設備等重要な設備については、代替又は予備の設備を設ける。 

（エ）防火設備等を設け、二次災害の発生を防止する。 

（オ）建物、構築物、放送設備等の耐震性等について定期的に自主点検を実施する。 

ウ 非常通信 

地震が発生、又は発生するおそれがある場合において、無線局は、その目的、通信の相手

方及び通信事項を越えて非常通信を実施することができるが、この事態に備えて、次の措置

を講じる。 

（ア）非常通信協議会の拡充強化 

（イ）非常通信訓練の実施 

（ウ）非常通信訓練の総点検 

エ 携帯電話の配備 

各防災関係機関は、迅速かつ的確な応急対策活動を行うため、携帯電話の有効活用を図る

ように努める。 

 

７ 農地及び農業用施設 

農地及び排水機、樋門、水路等の農業用施設の災害は、農地及び農業用施設のみにとどまらず、

一般公共施設等にも広くその被害が及ぶことが予想されるため、老朽化施設等の整備を推進する

とともに、激甚な大規模災害に備えて、農業用施設の耐震性をより一層向上させるよう努める。 

(1) 排水機、樋門、水路等の整備 

排水機、樋門、水路等については、地震に対してその機能が保持できるように耐震基準に適

合した構造で新設又は改修を行う。 

 

第４節 文化財の保護                             

１ 市における措置 
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(1) 防災思想の普及 

文化財に対する市民の愛護精神を高め、防災思想の普及を図る。 

(2) 管理者に対する指導・助言 

管理者に対する防災知識の普及を図るとともに管理、保護について指導、助言を行う。 

(3) 連絡・協力体制の確立 

災害が発生した場合に備え、管理者等は、県及び消防関係機関等との連絡・協力体制を確立

する。 

(4) 適切な修理の実施 

適時、適切な修理を実施し、予想される被害を未然に防止する。 

(5) 防火・消防施設等の設置 

自動火災報知設備、貯水槽、防火壁、消防道路等の施設の設置を促進する。 

(6) 文化財及び周辺の環境整備 

文化財並びに周辺の環境整備を常に実施する。 

 

２ 重要文化財の耐震対策 

平成 30 年８月９日付け文化庁文化財部参事官（建造物担当）の事務連絡「重要文化財（建造物）

の耐震対策について」のとおり、下記の耐震対策を実施する。 

(1)耐震予備診断・耐震診断及び耐震補強の実施 

(2)対処方針の作成･提出 

(3)耐震対策推進の周知徹底 

(4)補助事業における耐震予備診断の必須 

(5)耐震予備診断実施の徹底 

(6)県の指導･助言 

 

３ 応急的な対策 

被害発生時の現場保存や緊急的保存措置の指導を行い、火災・散逸などの二次災害防止に努め

る。 

 

４ 災害時の対応 

  災害時には、次の対策を実施する。 

(1) 被害状況の把握と報告 

(2) 事後措置の指示・伝達 

 

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備                

１ 市及び県における措置 

県は、「地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関

する法律(昭和 55 年法律第 63号)」による｢地震対策緊急整備事業計画｣及び地震防災対策特別措

置法(平成 7年法律第 111 号)による｢地震防災緊急事業五箇年計画｣を作成し、市は、これらの計

画に基づき、地震防災上緊急に整備すべき施設等を整備するものとする。 

また、市は、地震防災対策を推進するため、単独事業等を実施する。 

 

２ 地震防災緊急事業五箇年計画 

(1) 作成主体は、都道府県知事 

(2) 計画の対象地域は、愛知県全域 

(3) 計画対象は、次に掲げる｢地震防災対策特別措置法｣第 3条第 1項に掲げる施設等の整備等 

第１号 避難地 
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第２号 避難路 

第３号 消防用施設 

第４号 消防活動が困難である区域の解消に資する道路 

第５号 緊急輸送を確保するため必要な道路、交通管制施設、ヘリポート、港湾施設又は漁港

施設 

第６号 共同溝、電線共同溝等の電線、水管等の公益物件を収容するための施設 

第７号 公的医療機関等のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの 

第８号 社会福祉施設のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの 

第８の２号 公立幼稚園のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの 

第９号 公立の小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程のうち、地震防災上改築又

は補強を要するもの 

第１０号 公立の特別支援学校のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの 

第１１号 第７号から前号までに掲げるもののほか、不特定かつ多数の者が利用する公的建造

物のうち、地震防災上補強を要するもの 

第１２号 津波により生ずる被害の発生を防止し、又は軽減することにより円滑な避難を確保

するため必要な海岸保全施設又は河川管理施設 

第１３号 砂防設備、森林等の保安施設事業に係る保安施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩

壊防止施設又は農業用排水施設であるため池で、家屋の密集している地域の地震防災

上必要なもの 

第１４号 地震災害時において災害応急対策の拠点として機能する地域防災拠点施設 

第１５号 地震災害時において迅速かつ的確な被害状況の把握及び住民に対する災害情報の伝

達を行うために必要な防災行政無線設備その他の施設又は設備 

第１６号 地震災害時における飲料水、電源等の確保等により被災者の安全を確保するために

必要な井戸、貯水槽、水泳プール、自家発電設備その他の施設又は設備 

第１７号 地震災害時において必要となる非常用食糧、救助用資機材等の物資の備蓄倉庫 

第１８号 負傷者を一時的に収容及び保護するための救護設備等地震災害時における応急的な

措置に必要な設備又は資機材 

第１９号 老朽住宅密集市街地に係る地震防災対策 

第２０号 前各号に掲げるもののほか、地震防災上緊急に整備すべき施設等であって政令で定

めるもの 

 

３ 単独事業等 

(1) 防災対策事業 

市及び県は、災害に強く安全なまちづくりを進めるため、防災対策事業債を活用した防災対

策事業(防災基盤整備事業・公共施設等耐震化事業)を実施する。 

ア 防災基盤整備事業の概要 

（ア）事業計画：防災基盤整備計画の策定、総務省へ提出 

（イ）対象事業：防災施設整備事業、防災システムの IT 化事業、消防広域化対策事業 

イ 公共施設等耐震化事業の概要 

（ア）事業計画：公共施設耐震化事業計画の策定、総務省へ提出 

（イ）対象事業：地域防災計画上その耐震改修を進める必要のある施設 

(2) 補助事業 

県は、地震防災対策事業の推進を図るため、市に対して県費補助金を交付し、市は、これを

活用した地震防災対象事業を実施する。 
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第３章 都市の防災性の向上 

 

■ 基本方針 

○ 都市計画のマスタープラン等に基づき、適切に土地利用計画を定め、道路・公園等の防災

上重要な都市施設の整備や建築物の不燃化を促進し、さらに都市基盤施設が不足する密集市

街地では、土地区画整理事業や市街地再開発事業等の面的整備事業を促進する。 

また、これらの整備に加え、自然環境の機能を活用すること等により地域のレジリエンス

を高める「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」及び「グリーンインフラ」の取組の推

進など、総合的な防災・減災対策を講じることにより、災害に強いまちの形成を図る。 

○ 広域かつ大規模な災害においては、応援部隊の活動拠点や仮設住宅建設、がれきの仮置場

となる空地が不足することが想定されるため、予めオープンスペースの活用方法について調

整しておく。 

 

第 1節 都市計画のマスタープラン等の策定                        

１ 市における措置 

(1) 都市計画のマスタープランの策定 

市都市計画マスタープランにおいて、都市の防災性の向上に関する方針等を示すとともに、

マスタープラン等に基づき、道路・公園等の防災上重要な都市施設等の整備を促進する。 

(2) 防災街区整備方針の策定 

地域の実情に基づき、必要に応じて防災街区整備方針を策定し、防災再開発促進地区等を定

める。 

 

第２節 防災上重要な都市施設の整備                      

１ 市における措置 

(1) 都市における道路の整備 

都市内の道路は延焼遮断帯などの都市防災空間を形成するとともに、避難や消防活動、救援

活動のための空間を提供する機能を有している。 

このため、特に密集市街地内の道路の計画に当たっては、地震等の災害時における避難や延

焼遮断帯としての機能、消防や救援のための活動空間を確保することを考慮した配置及び道路

構造を検討する。 

(2) 都市における公園等の整備 

都市における大震火災に対する安全性確保のためには、建築物の耐震不燃化とともに、緑地・

公園・道路等の防災空間（オープンスペース）を整備することが必要である。 

市は、県広域緑地計画及び緑の基本計画に基づき、特別緑地保全地区や緑地保全地域の指定、

都市公園の整備を積極的に進めていく。 

都市公園は、過去の例が示すように震災時の避難場所、避難路あるいは救援活動の拠点とし

て、防災上重要な役割を持っており、都市公園の量的拡大そのものが、防火帯や避難場所等の

防災機能の増大を果たすことになることから、その整備を積極的に推進していく。 

また、都市内に残された緑地は、災害時における遮断地帯、緩衝地帯、避難地等として、有
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第５章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備 
 

■ 基本方針 

○ 地震災害発生時における応急対策活動等を円滑に実施するためには、防災施設及び災害対

策資機材の整備、物資等の備蓄、業務継続計画や各対策分野における計画やマニュアルの策

定、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結等による体制の整備、防災に携わる者

に高度な知識・技能を修得させるための研修の実施等の人材育成を行う必要がある。 
 

第 1節 防災施設・設備、災害用資機材及び体制の整備                    

１ 市及び防災関係機関における措置 

(1) 防災施設等の整備 

地震・津波災害発生時における救援・消火活動等を円滑に実施するための防災施設及び災害

対策資機材の整備を図るとともに、これらの防災施設等の円滑な運用を図るように努めるもの

とする。 

(2) 防災用拠点施設の整備促進 

市及び防災関係機関は、それぞれの所管する施設、設備の被害状況の把握及び応急復旧を行

うため、あらかじめ体制・資機材を整備する。特に、防災上重要な施設に対しては早期に復旧

できるよう体制等を強化する。 

(3) 公的機関の業務継続性の確保 

ア 市及び防災関係機関は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続の

ため、業務継続計画の策定等により、業務継続性の確保を図る。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保、定期的な

教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直

し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂などを行う。 

イ 市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うことと

なることから、業務継続計画の策定等に当たっては、地域や想定される災害の特性等を踏ま

えつつ、少なくとも次の事項について定めておくものとする。 

（ア）首長不在時の明確な代行順位、職員の参集体制 

（イ）本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

（ウ）電気・水・食料等の確保 

（エ）災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

（オ）重要な行政データのバックアップ 

（カ）非常時優先業務の整理 

(4) 応急活動のためのマニュアルの作成等 

市及び防災関係機関は、それぞれの機関の実情を踏まえ、災害発生時に講ずべき対策等を体

系的に整理した応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知するとともに、定期的に訓

練を行い、活動手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携

等について徹底を図る。また、市は、男女共同参画の視点から、地方防災会議の委員に占める

女性の割合を高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及

び避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局の役割

について、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

(5) 人材の育成等 

ア 市は、防災に携わる者に高度な知識・技能を修得させ、応急対策全般への対応力を高める

ため、研修制度・内容の充実を図るとともに、大学の防災に関する講座等との連携等により，

人材の育成を図る。 
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イ 緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを平常時から構築するこ

とに努めるとともに、市及びライフライン事業者等は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復

興のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応で

きる体制の整備に努める。 

ウ 市は、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む

とともに、随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災

害協定の締結を推進する。 

(6) 防災中枢機能の充実 

ア 市及び防災関係機関は、保有する施設、設備について、再生可能エネルギー等の代替エネ

ルギーシステムや電動車等の活用を含め自家発電設備、LPガス災害用バルク、燃料貯蔵設備

等の整備を図り、十分な期間（最低３日間）の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努め

るものとする。その際、物資の供給が相当困難な場合を想定した食料、飲料水、燃料等の適

切な備蓄・調達・輸送体制の整備、通信途絶時に備えた衛星携帯電話の整備等非常用通信手

段の確保を図るものとする。 

イ 市は、災害情報を一元的に把握し、県等と共有することができる体制の整備を図り、災害

対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。 

(7) 防災関係機関相互の連携 

ア 市は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公共団体から

の物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施で

きるよう、相互応援協定の締結に努めるものとする。 

イ 市及び防災関係機関は、職員の安全確保を図りつつ、効率的な救助・救急活動を行うため、

「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努め、相互の連携体制の強化を図るとと

もに、職員の教育訓練を行い、救助・救急機能の強化を図るものとする。 

ウ 市及び防災関係機関は、災害時に発生する状況を予め想定し、各機関が実施する災害対応

を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努めるものとする。また、

災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平時から訓練や

研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努めるものとする。 

(8) 浸水対策用資機材の整備強化 

注意箇所等について具体的浸水対策工法を検討し、浸水対策活動に必要な、くい木、土のう

袋、スコップ、カケヤ等の防災資機材の確保並びに水防等浸水対策用倉庫の整備改善及び点検

を行う。 

(9) 地震計等観測機器の維持・管理 

市は、震度観測点の減少等により、震度の分布状況の把握に支障をきたし、初動対応に遅れ

が生じること等がないよう、地震計等観測機器の維持・管理に努める。 

(10) 緊急地震速報の伝達体制整備 

市は、迅速な緊急地震速報の伝達のため、その伝達体制及び通信施設、設備の充実を図るよ

う努めるものとする。 

(11) 防災用拠点施設の屋上番号標示 

市は、庁舎の屋上に番号を標示し、ヘリコプターからの災害応急活動の効率化を図る。 

 

２ 消防機関（市）における措置 

消防ポンプ自動車、救助・救急用資機材等の消防機械、消火栓、防火水槽、耐震性貯水槽等の

消防用水利、火災通報施設その他の消防施設、設備の整備、改善及び性能調査を実施することに

より有事の際の即応体制の確立を期する。 

特に、特殊火災（危険物施設、高層ビル等）に対処するため、化学車、はしご車、化学消火薬
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第７章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 
 

■ 基本方針 

○ 市長は、あらかじめ指定避難所の指定、整備や避難所の運営体制の整備を行う。 

○ 市、県及び要配慮者が利用する社会福祉施設等の管理者は、「人にやさしい街づくりの推

進に関する条例」（平成 6年愛知県条例第 33号）の目的に従い、真に人にやさしい施設整備

に努めるとともに、要配慮者に配慮した情報伝達体制の推進及び教育・広報活動などに努め

る。 

○ 市は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、地域住民、自主防災

組織、民生委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、ボランティア団体等の多様な

主体の協力を得ながら、平常時より、避難行動要支援者に関する情報を把握の上、関係者と

の共有に努めることとする。また、避難行動要支援者への対応を強化するため、情報伝達体

制の整備、避難誘導体制の整備、避難訓練の実施を一層図るものとする。その際には、内閣

府が作成した「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」や、県が作成している

「市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル」などを活用するものとする。 

○ 社会福祉施設等の管理者は、その施設を利用する者を適切に避難誘導するため、市、地域

住民、ボランティア団体等の多様な主体と協力体制を図るものとする。 

○ 令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過

密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進するものとする。 

○  市は、「むやみに移動（帰宅）を開始しない」という基本原則を積極的に広報することに

より、帰宅困難者の集中による混乱発生の防止に努める必要がある。また、一斉帰宅を抑制

するため、事業所等に対して従業員等を職場等に滞在させることができるよう、必要な物資

の備蓄等を促すものとする。 

 

第１節 避難所の指定・整備等 

１ 市における措置 

(1) 避難所等の整備 

市は、地域の実情に応じた避難者数を想定し、さらに市町村相互の応援協力体制のバックア

ップのもとに避難所等の整備を図る。 

また、避難者が最寄りの避難所等へ避難できるよう、必要に応じて町丁界や行政界を越えて

の避難を考慮して整備していくものとする。 

なお、都市農地を避難場所等として活用できるよう、都市農業者や関係団体との協定の締結

や当該農地における防災訓練の実施等に努めるものとする。 

(2) 指定避難所の指定 

ア 市は、避難所が被災した住民が一定期間滞在する場であることに鑑み、円滑な救援活動を

実施し、また一定の生活環境を確保する観点から、学校等の住民に身近な公共施設等を規模

条件、構造条件、立地条件、交通条件等の災害対策基本法施行令に定める基準に従って指定

するものとする。 

イ 上記アの基準に加え、避難所として指定する施設は、耐震性、耐火性の確保、天井等の非

構造部材の耐震対策を図るとともに、バリアフリー化しておくことが望ましい。 

ウ 避難者の避難状況に即した最小限のスペースを、次のとおり確保するとともに、避難所運

営に必要な本部、会議、医療、要配慮者等に対応できるスペースを確保するものとする。 
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＜一人当たりの必要占有面積＞ 

1 ㎡／人 発災直後の一時避難段階で座った状態程度の占有面積 

2 ㎡／人 緊急対応初期の段階での就寝可能な占有面積 

3 ㎡／人 避難所生活が長期化し、荷物置き場を含めた占有面積 

              ※ 介護が必要な要配慮者のスペース規模は、収容配置上の工夫を行う。 

また、避難者の状況に応じた必要な規模の確保に努める必要がある。 

＜新型コロナウイルス感染症対応時の必要占有面積＞ 

一家族が、目安で 3m×3m の 1 区画を使用し、各区画（一家族）の距離は 1～2m 以上空ける（※人数に応じ

て区画の広さは調整する）。 

エ 指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保、通

信設備の整備等を進めるものとする。 

オ 必要に応じ県と連携を取り、社会福祉施設、公共宿泊施設等の管理者との協議により、配

慮を要する高齢者、障害者等が相談等の必要な生活支援が受けられるなど、安心して生活で

きる体制を整備した福祉避難所の選定に努める。なお、医療的ケアを必要とする者に対して

は、人工呼吸器や吸引器等に係る医療機器の電源確保等に配慮するよう努めるものとする。 

カ 指定に当たっては、原則として、防災関係機関、教育機関の管理諸室、病院等医療救護施

設、ヘリポート、物資集配拠点などの災害対策に必要な施設を避難所として使用しないこと

とする。また、災害発生時に複数の避難者がやむを得ず指定避難所以外の施設に避難した場

合は、その場所を新たに避難所として追認、登録することが必要である。 

キ 市は、指定管理施設を指定避難所とする場合には、施設の設置者及び指定管理者との間で、

あらかじめ避難所運営に関する役割分担等を明確にしておくものとする。 

(3) 避難所が備えるべき設備の整備 

避難所には、内閣府が作成した「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」

を踏まえ、テント、仮設トイレ、マンホールトイレ、毛布、段ボールベッド、パーティション

等の整備を図るとともに、マスク、消毒液の備蓄に努める。さらに、空調、洋式トイレなど要

配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努める。 

なお、バリアフリー化がされていない施設を避難所とした場合には、要配慮者が利用しやす

いよう障害者用トイレ、スロープ等の仮設に努める。 

また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるとともに、緊急時に有効な次の設備

について、平常時から避難所等に備え付け、利用できるよう整備しておくよう努めていく。 

ア 情報受発信手段の整備：防災行政無線、携帯電話、ファクシミリ、パソコン、拡声器、コ

ピー機、テレビ、携帯ラジオ、ホワイトボード等 

イ 運営事務機能の整備：コピー機、パソコン等 

ウ バックアップ設備の整備：投光器、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等 

エ 市は、避難所でのペット同行避難者の受入体制について検討する。 

オ 市は、避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れ

られるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れ

る方策について定めるよう努めるものとする。 

カ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応

を含め、県が作成した「避難所における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」な

どを参考に、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して取組を進めるとともに、

必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて、可能な限り多くの避難所の開設に努め

るものとする。 

キ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え，

感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。 

(4) 避難所の破損等への備え 

   市は、避難所として指定した施設等の破損に備えて、避難用テントの備蓄等を図る。 

(5) 避難所の運営体制の整備 

ア 市は、「避難所運営マニュアル」を活用や、県が作成した「妊産婦・乳幼児を守る災害時ガ
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イドライン」などを参考に、各地域の実情を踏まえた避難所ごとに運営体制の整備を図るも

のとする。 

イ 市は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知識等の普

及に努め、住民等が主体的に避難所を運営できるように配慮する。 

ウ 避難所の運営にあたっては、現に避難所に滞在する住民だけでなく、在宅や車中、テント

などでの避難生活を余儀なくされる住民への支援も念頭に置いた運営体制を検討する。 

エ 市は、避難所でのペット同行避難者の受入体制について検討する。 

オ 市は、避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れ

られるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れ

る方策について定めるよう努めるものとする。 

カ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応

を含め、県が作成した「避難所における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」な

どを参考に、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して取組を進めるとともに、

必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとする。 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市及び社会福祉施設等管理者における措置 

(1) 社会福祉施設等における対策 

ア 組織体制の整備 

施設等管理者は、地震災害の予防や災害時の迅速かつ的確な対応を行うため、あらかじめ

自衛防災組織等を整備し、動員計画や非常招集体制等の確立に努める。 

また、市との連携のもとに、近隣施設間、地域住民やボランティア組織等の協力を得て、

入所者の実態に応じた体制づくりに努める。 

イ 施設の耐震対策 

施設等管理者は、施設全体の耐震対策の強化を図るよう努める。 

ウ 緊急連絡体制の整備 

市及び施設等管理者は、地震災害の発生に備え、消防機関等への緊急通報のための情報伝

達手段の整備を図るものとする。 

エ 防災教育・防災訓練の実施 

市及び施設等管理者は、要配慮者が自らの対応能力を高めるため、個々の要配慮者の態様

に合わせた防災教育や防災訓練の充実強化を図るものとする。 

オ 防災備品等の整備 

施設等管理者は、災害に備え、食糧や生活必需品の備蓄を図るよう努める。 

カ 非常用電源の確保等 

病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発災後 72

時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

(2) 在宅の要配慮者対策 

ア 緊急警報システム等の整備 

市は、要配慮者の対応能力を考慮した緊急警報システムの整備を進めるとともに、地域ぐ

るみの避難誘導システムの確立を図るものとする。 

イ 応援協力体制の整備 

市は、被災時の要配慮者の安全と入所施設を確保するため、医療機関、社会福祉施設、近

隣住民、自主防災組織やボランティア組織、国及び他の地方公共団体等との応援協力体制の

確立に努めるものとする。 

ウ 防災教育・防災訓練の実施 

市は、要配慮者が自らの対応能力を高めるため、個々の要配慮者の態様に合わせた防災教

育や防災訓練の充実強化を図るものとする。 
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(3) 避難行動要支援者対策 

ア 市は、要配慮者のうち、災害時において自ら避難することが困難であって、円滑かつ迅速

な避難の確保の観点で特に支援を要する避難行動要支援者に対する避難支援の全体的な考え

方を整理する。また、名簿に登載する避難行動要支援者の範囲、名簿作成に関する関係部署

の役割分担、名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法、名簿の更新に関する事項等につ

いて、市町村地域防災計画に定めるとともに、細目的な部分については、避難行動支援の全

体計画を定める。さらには、名簿に登載する避難行動要支援者ごとに、当該避難行動要支援

者について避難支援等を実施するための個別避難計画を、市町村地域防災計画の定めるとこ

ろにより作成するよう努めるものとする。ただし、個別避難計画を作成することについて当

該避難行動要支援者の同意が得られない場合は、この限りではない。 

  なお、個別避難計画の作成に当たっては、災害の危険性等地域の実情に応じて、優先順位

の高い避難行動要支援者から個別避難計画を作成するよう努めるものとする。 

※人工呼吸器や酸素供給装置、胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが

日常的に必要な「医療的ケア児」等、保護者だけでは避難が困難で支援を必要とする障害児

等も対象となりうる点に留意すること。 

イ 避難行動要支援者名簿の整備等 

（ア）要配慮者の把握 

市は、災害時に要配慮者に対する援護が適切に行われるよう、関係部署等が保有して

いる要介護高齢者や障害者、外国人等の情報を把握するものとする。 

なお、障害児の場合、支援区分がないが、保護者のみでは避難行動が困難である可能

性の高い重症心身障害児や医療的ケア児は、障害児通所支援における基本報酬や加算の

情報により把握する方法もある。 

（イ）避難行動要支援者の範囲 

      生活の基盤が自宅にある者のうち、次の要件に該当する者をいう。 

①要介護認定３・４・５を受けている者 

②身体障者手帳１・２級（総合等級）の第１種を所持する身体障害者 

 （心臓・腎臓機能障害のみで該当する者は除く）  

      ③療育手帳Ａを所持する知的障害者 

      ④精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する者で単身世帯の者 

      ⑤市の生活支援を受けている難病患者 

      ⑥上記要件から漏れた者で、自ら避難することが困難で、登録を望む者 

      ⑦上記以外で自主防災組織が支援の必要を認めた者 

（ウ）地域ぐるみの避難行動要支援者支援 

      市は、長寿介護課、福祉課、健康課、子育て支援課、協働安全課及び消防本部の連携

のもと、消防団、自主防災組織等の防災関係機関及び平常時から避難行動要支援者と接

している民生委員、社会福祉協議会、福祉関係者等と協力して、避難行動要支援者の避

難体制を整備し、避難行動要支援者に関する情報の共有、個別避難計画の策定等に努め

るものとする。 

また、避難行動要支援者の避難支援には、市内すべての住民が避難支援者となる必要

があることを認識する体制づくりに努めるものとする。 

（エ）避難行動要支援者名簿の作成 

       市は、要配慮者の中から、要介護状態区分、障害支援区分、家族の状況等を考慮し、

避難行動要支援者の要件を設定し、市町村内部組織及び県その他の関係者の協力を得て、

氏名・生年月日・性別・住所又は居所・電話番号その他の連絡先・避難支援等を必要と

する理由等必要な事項を記載した避難行動要支援者名簿を作成する。 その際、設定した

要件にあてはまらない者であっても、要配慮者自らが名簿への掲載を求めた場合には柔
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軟に対応できるものとする。 

（オ）避難行動要支援者名簿の更新と情報の共有 

名簿に登載される要支援者は、転出・転入、出生・死亡、障害の発現等により絶えず

変化することから、避難支援に必要となる情報を適宜更新し、関係者間で共有する。 

（カ）避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供 

避難行動要支援者名簿に登載された情報を利用・提供できる避難支援等関係者の範囲

は、自主防災組織、民生委員、児童委員、消防団、江南警察署、岩倉市社会福祉協議会

とする。ただし、市の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することに

ついて当該名簿情報によって識別される特定の個人の同意が得られない場合は、この限

りではない。 

併せて、これらの名簿情報の施錠可能な場所での保管の徹底や、複製の制限等による

情報管理の徹底を図るとともに、避難支援等関係者への研修会の開催等を通じて、情報

漏洩防止の措置を求める等、避難行動要支援者及び第三社の権利利益を保護する措置に

ついて市地域防災計画であらかじめ定めることとする。なお、庁舎の被災等の事態が生

じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める

ものとする。 

また、市は、避難行動要支援者本人への郵送や個別訪問などの働きかけによる説明お

よび意思確認により、平常時から、名簿情報を広く避難支援等関係者に提供することに

ついて周知を行う。 

ウ 個別避難計画の作成等 

（ア）個別避難計画の作成 

市は、避難行動要支援者に関する氏名・生年月日・性別・住所又は居所・電話番号そ

の他の連絡先・避難支援等を必要とする理由等のほか、避難支援等実施者の氏名又は名

称・住所又は居所・電話番号その他の連絡先・避難施設その他の避難場所及び避難路そ

の他の避難経路に関する事項等必要な事項を記載した個別避難計画を作成するよう努め

る。 

（イ）避難支援等関係者への事前の個別避難計画情報の提供 

個別避難計画に掲載された情報を事前に提供できる避難支援等関係者の範囲は、自主

防災組織、民生委員、児童委員、消防団、江南警察署、岩倉市社会福祉協議会とする。 

併せて、これらの情報の施錠可能な場所での保管の徹底や、複製の制限等による情報

管理の徹底を図るとともに、避難支援等関係者への研修会の開催等を通じて、情報漏洩

防止の措置を求める等、避難行動要支援者及び第三者の権利利益を保護する措置につい

て努めるものとする。なお、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても個別避難計画

の活用に支障が生じないよう、情報の適切な管理に努めるものとする。 

また、市は、避難行動要支援者本人への郵送や個別訪問などの働きかけによる説明及

び意思確認により、平常時から、情報を広く避難支援等関係者に提供することについて

周知を行う。 

（ウ）個別避難計画と地区防災計画の整合 

市は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地

区防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で

定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合

が図られるよう努めるものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図ら

れるよう努めるものとする。 

エ 市は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に緊急避難場所から避難所へ移送

するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等についてあらかじめ定め

るよう努める。 
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オ 情報漏洩を防止するための措置 

    市は、避難行動要支援者名簿の作成、更新及び削除にあたって、名簿情報の提供に際する

情報漏洩を防止するため、次の措置を求め、あるいは講じるものとする。 

（ア）避難行動要支援者名簿には、秘匿性の高い個人情報が含まれるため、当該避難行動要

支援者を担当する地域の避難支援等関係者に限り提供する。 

（イ）災害対策基本法に基づき提供されている避難行動要支援者名簿に関する事項は、避難

支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることを十分に説明する。 

（ウ）施錠可能な場所に避難行動要支援者名簿を保管するよう指導する。 

（エ）受け取った避難行動要支援者名簿を複製しないよう指導する。 

（オ）避難行動要支援者名簿の提供先が個人でなく団体である場合には、その団体の内部で

避難行動要支援者名簿を取り扱う者を限定するように指導する。 

（カ） 避難行動要支援者名簿の提供先に対し、個人情報の取り扱いに関する研修を開催する。 

(4) 外国人等に対する対策 

市及び防災関係機関は、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要

とする在日外国人市民と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする外国人旅行者は行動特性

や情報ニーズが異なることを踏まえ、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のよ

うな防災環境づくりに努めるものとする。 

ア 避難場所や避難所、避難路の標識等については、ピクトグラム（案内用図記号）を用いる

など簡明かつ効果的なものとするとともに、多言語化を推進する。 

イ 外国人を支援の対象としてだけでなく、地域の担い手として活躍できるよう、地域全体で

災害時の体制の整備に努めるものとする。 

ウ 多言語ややさしい日本語による防災知識の普及活動を推進する。 

エ 外国人も対象とした防災教育や防災訓練の普及を図るよう努める。 

オ 災害時に多言語情報の提供を行う愛知県災害多言語支援センターの体制整備を推進する。 

 

第３節  帰宅困難者対策 

１ 市及び県における措置 

市及び県は、公共交通機関が運行を停止した場合、ターミナル駅周辺等において、自力で帰宅

することが困難な帰宅困難者が大量に発生する可能性があることから、次の対策を実施する。 

(1) 帰宅困難者対策の基本原則や安否確認手段に係る広報 

「むやみに移動（帰宅）を開始しない」という帰宅困難者対策の基本原則や安否確認手段の家

族間等での事前確認等の必要性について、平常時から積極的に広報するものとする。 

(2) 事業者による物資の備蓄等の促進 

企業等に対して、従業員等を一定期間事業所等内に留めておくことができるよう、必要な物

資の備蓄等を促すものとする。 

(3) 一時的に滞在する場所として利用する施設の確保 

市及び県は、旅行者や買い物客等、近くに身を寄せるあてのない帰宅困難者等が帰宅を開始

するまでの間、一時的に滞在する場所として利用する施設を、公共施設や民間施設を活用し、

必要に応じて確保しておく等の対策を行うものとする。 

２ 支援体制の構築 

帰宅困難者に対する対応は、安否確認の支援、被害情報の伝達、一時滞在施設（滞在場所）の

提供、帰宅のための支援等、多岐にわたるものである。 

また、帰宅困難者対策は、行政のエリアを越えかつ多岐にわたる分野に課題が及ぶことから、

これに関連する行政、事業所、学校、防災関係機関が相互に連携・協力する仕組みづくりを進め、

発災時における交通情報の提供、水や食料の提供、従業員や児童生徒等の保護などについて、支

援体制の構築を図っていくものとする。 
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第８章 火災予防・危険性物質の防災対策 

 

■ 基本方針 

○ 市及び県は消防力の強化、火災予防のための指導の徹底、危険物等の安全確保に努めると

ともに、危険物施設の自主保安体制充実強化を指導し、地震対策と防災教育の推進を図る。 

 

第１節 火災予防対策に関する指導                       

１ 市における措置 

(1) 一般家庭に対する指導 

市は、消防団、婦人（女性）消防クラブ、自主防災会等各種団体を通じて、一般家庭に対し

住宅用火災警報器、消火器具及び消火用の水の確保など普及徹底を図るとともに、これら器具

等の取扱い方を指導し、初期消火活動の重要性を認識させ地震時における初期消火活動の徹底

を図るものとする。 

(2) 防火対象物の防火体制の推進 

市は消防法に規定する防火対象物について防火管理者を必ず選任させ、震災対策事項を加え

た消防計画を作成させ、同計画に基づく消火、通報及び避難の訓練の実施、消防用設備等の点

検整備、火気の使用又は取扱いに関する指導を行うとともに、防火対象物について消防法の規

定に基づく消防用設備等の完全設置を行って、当該対象物における防火体制の推進を図るもの

とする。 

(3) 立入検査の強化 

市は、消防法に規定する立入検査を強化し、防火対象物の用途、地域等に応じて計画的に実

施し、常に当該区地域内の防火対象物の状況を把握するとともに、火災発生危険の排除に努め、

予防対策の万全な指導を行うものとする。 

(4) 建築同意制度の活用 

市は、建築物の新築、増築等に際し、計画の段階で防火の観点からその安全性を確保できる

よう消防法第 7条に基づく建築同意制度の効果的な運用を図るものとする。 

 

２ 市及び県における措置 

 (1) 危険物等保安確保の指導 

市及び県は、消防法の規制を受ける危険物施設等の所有者、管理者又は占有者に対し、自主

保安体制の確立、保安要員の適正な配置、危険物取扱従事者等に対する保安教育を計画的に実

施し、当該危険物等に対する保安の確保に努めるよう指導するとともに、これら施設等につい

て必要の都度、消防法の規定による立入検査を実施し、災害防止上必要な助言又は指導をする

ものとする。 

なお、岩倉市火災予防条例に規定されている少量危険物、指定可燃物等の管理及び取扱いに

ついても、所有者に対し同様の措置を講ずるよう指導に努めるものとする。 

(2) 震災時の出火防止対策の推進 

市及び県は、地震時における電気に起因する火災を防止するため、電力会社等と共に、感震

ブレーカー等の普及や、自宅から避難する際にブレーカーを落とすことについて啓発を図るも
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のとする。 

 

第２節 消防力の整備強化                           

１ 市における措置 

市は、次により消防力の整備強化に努めるものとする。 

(1) 消防力の整備強化 

市は、「消防力の整備指針」に適合する消防組織の拡充強化及び消防団の活性化を推進し、団

員の確保に努めるとともに、広域消防体制の整備を図るものとする。 

(2) 消防施設等の整備強化 

市は、「消防力の整備指針」及び「消防水利の基準」に適合するよう、消防機械器具、消防水

利施設、火災通報施設等の整備に努めるとともに年次計画をたてて、その強化を図るものとす

る。特に、災害時の初期消火活動については、耐震性貯水槽、可搬式動力ポンプの整備を進め

るものとする。 

 

第３節 危険物施設防災計画                          

１ 市及び県における措置 

(1) 保安確保の指導 

市及び県は、危険物施設の位置・構造・設備の状況及び危険物の貯蔵・取扱いの方法が、危

険物関係法令に適合しているか否かについて立入検査を実施し、必要がある場合は、事業所の

所有者、管理者又は占有者に対し、災害防止上必要な助言又は指導を行う。 

(2) 危険物取扱者に対する保安教育 

県は、危険物施設において危険物の取扱作業に従事する危険物取扱者に対し、取扱作業の保

安に関する講習を実施し、危険物取扱者の資質の向上に努める。 

 

２ 危険物施設の管理者における措置 

(1) 施設の保全及び耐震性の強化 

危険物施設の所有者、管理者又は占有者は、消防法第 12 条（施設の基準維持義務）、第 14

条の 3 の 2（定期点検義務）等の規定を遵守し、危険物施設の保全に努めるとともに、設置地

盤の状況を調査し、耐震性の強化に努める。 

(2) 大規模タンクの耐震性の強化 

容量 1,000kl 以上の特定屋外タンク貯蔵所及び容量 500kl 以上の準特定屋外タンク貯蔵所の

所有者、管理者又は占有者は、当該タンクの基礎、地盤及びタンク本体の構造が危険物関係法

令に定められた耐震性に関する基準に適合するよう、必要な改修、補修等を実施し、耐震性の

強化に努める。 

(3) 自主防災体制の確立 

事業所の所有者、管理者又は占有者は、消防法第 14 条の 2の規定に基づく予防規程の内容を

常に見直し、操業実態に合ったものとするよう努めるとともに、毎年 6 月に全国的に実施され

る「危険物安全週間」等の機会をとらえて、従業員等に対する保安教育や防災訓練を実施し、

自主防災体制の確立に努める。 

また、隣接する事業所間の自衛消防隊の相互応援協定の促進を図るとともに、消火薬剤、排
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第３節 支援物資の円滑な受援供給体制の整備 

１  市及び県における措置 

(1) 災害時の円滑な物流に向けた体制の検討 

市及び県は、円滑に国等からの支援物資の受入・供給を行うため、広域物資輸送拠点や地域

内輸送拠点等（以下、「物資拠点」という。）の見直しを始め、物資拠点における作業体制等に

ついて検討を行うとともに、関係機関との情報の共有に努めるものとする。 

また、緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ、運送事業者等と物資の保管、荷捌き

及び輸送に係る協定を締結するなど体制の整備に努めるものとする。この際、県及び市町村は、

災害時に物資拠点から指定避難所等までの輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、

あらかじめ、適切な物資拠点を選定しておくよう努めるものとする。 

(2) 訓練・検証等 

市及び県は、災害時に支援物資を円滑に搬送するため、連携して物資拠点等における訓練を

行うとともに、訓練検証結果や市、国、県、その他防災関係機関等の体制変更、施設、資機材

等の整備の進捗に応じて、随時、計画等の必要な見直しを行うものとする。 

 

第４節 防災活動拠点の確保等 

１ 市及び県における措置 

市及び県は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることができるよう、自衛隊・警察・消防

を始めとする応援部隊等の展開及び宿営の拠点、資機材・物資の集結・集積に必要となる拠点、

緊急輸送ルート等の確保、整備及びこれらの拠点等に係る関係機関との情報の共有に努めるもの

とする。また、県は、広域かつ甚大な災害が発生した際に全国から人員や物資等の支援を受け入

れ、被災地域の防災拠点に迅速かつ的確に供給する「愛知県基幹的広域防災拠点」を空港と高速

道路網の二つに直結する「名古屋空港北西部」（豊山町・青山地区）において整備する。なお、平

常時は消防学校及び公園として活用する。当該拠点には、臨空消防学校（仮称）と愛知県防災公

園を整備し、拠点の本部機能を確保するとともに、警察災害派遣隊、緊急消防援助隊、自衛隊、

TEC-FORCE のベースキャンプ用地や、国からのプッシュ型支援物資の受け入れ、県内全域への供

給に必要な物資ターミナルとする。 

なお、緊急輸送ルート等の確保にあたっては、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害

発生時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、飛行場等の輸送施設及びトラックターミナル、

卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点について把握・点検するものとする。 
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第１０章 防災訓練及び防災意識の向上 
 

■ 基本方針 

○ 地震災害を最小限に食い止めるには、市、県等防災関係機関による災害対策の推進はもと

より、市民の一人ひとりが日ごろから地震災害についての認識や地域の災害リスク、正常性

バイアス等の必要な知識を深め、災害から自らを守るとともにお互いに助け合うという意識

と行動が必要であるため、市は、防災訓練、教育、広報等を通じて防災意識の向上を図る。 

○ 市は、防災週間等を通じ、積極的かつ継続的に防災訓練を実施するものとする。 

○ 特に稀にしか発生しない大規模かつ広域的な災害に備え、市民・民間企業等が、防災・減

災対策に自ら取り組むためには、動機付けやコスト等の障害があるため、自助・共助の必要

性を適切に伝え、行動に結びつけるための取組を行う。 

○ 防災訓練、教育等の実施にあたっては、要配慮者の多様なニーズに十分配慮し、地域にお

いて要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違

い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。また、防災訓練の実施にあたっては、訓練

のシナリオに緊急地震速報を取り入れるなど、地震発生時の対応行動の習熟を図るよう努め

ることとする。 

○ 様々な複合災害を想定した図上訓練等を行い、各種対策や計画の見直しに努める。 

 

第１節 防災訓練の実施 

１ 市における措置 

(1) 総合防災訓練 

毎年 8月 30 日から 9月 5日の防災週間を中心に、市の地域における防災関係機関並びに民間

企業・ボランティア団体及び要配慮者を含めた住民等の協力、連携のもとに大規模な地震災害

に備えて総合防災訓練を実施する。 

      訓練の実施にあたっては、地震規模や被害の想定を明確にするとともに訓練シナリオに緊急

地震速報を取り入れるなど、より実践的な内容となるように努め、次のとおり実施する。 

ア 阪神・淡路大震災の教訓をもとに、防災関係機関相互の緊密な連携体制づくりや地域住民

と一体となった訓練とするため、現地指揮本部訓練、広域消防応援体制訓練、さらには避難

所の機能確保訓練やボランティアの受入体制の訓練などを実施する。 

イ 災害応援に関する協定に基づき、他県等との訓練の相互参加及び共同訓練の実施に努める。 

なお、市、各防災関係機関等がそれぞれに行う訓練についても、上記に準じた内容により

関係機関相互に連携して行うものとする。 

(2) 動員訓練 

市は、地震災害時における災害対策の万全を期するため、職員の動員訓練を適宜実施する。 

(3) 広域応援訓練 

市は、市が被災し、十分な災害応急対策の実施が困難な状況に陥った場合を想定し、県と他

の市町村が連携し、広域的な応援を行う防災訓練を実施する。 

(4) 防災訓練の指導協力 

市は、居住地、職場、学校等において、定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮し、
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きめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の災害発生時の避難行動、基本的な防災用資機材の

操作方法等の習熟を図るものとする。 

また、防災関係機関あるいは自主防災組織が実施する防災訓練について、計画遂行上の必要

な指導助言を行うとともに、積極的に協力する。 

  さらに、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加を

呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

(5) 訓練の検証 

市は、訓練後には訓練成果を取りまとめ、課題等を整理し、必要に応じて改善措置を講じる

とともに、次回の訓練に反映させるよう努めるものとする。 

(6) 図上訓練等 

市は、職員の災害対応能力の向上を図るため、災害対策本部において応急対策活動に従事す

る要員等に対し、実践的な図上訓練や実際的な災害対処訓練(ロールプレイング方式)等を実施

するものとする。 

 

２ 防災関係機関における措置 

防災関係機関は、地震による災害時においては、有線設備、特に地下ケーブル、架空ケーブル

等が潰滅的な被害を受けるほか、無線設備においても少なからず被害を被ることが考えられ、通

信の途絶の事態が予想される。このような事態に対処し、通信の円滑な運用を確保するためには、

各機関ごとに災害時における情報の収集及び伝達の要領、さらには内部処理の方法、通信設備の

応急復旧等についての訓練を繰り返し行う必要がある。 

なお、これらの訓練は、同一機関が設備する通信施設及び複数の他機関が設備する通信施設の

相互間において実施する。 

 

３ 市及び公立・私立学校管理者における措置 

児童生徒等及び職員の防災に対する意識の高揚を図り災害発生時に迅速かつ適切な行動をとり

得るよう、必要な計画を樹立するとともに訓練を実施する。 

(1) 計画の策定及び周知徹底 

災害の種別に応じ、学校等の規模、所在地の特性、施設設備の配置状況、児童生徒等の発達

段階を考慮し、避難の場所、経路、時期及び誘導並びにその指示、伝達の方法の計画をあらか

じめ定め、その周知徹底を図る。計画策定に際しては、県や市防災担当部局等の関係機関との

連絡を密にして専門的立場からの指導・助言を受ける。 

(2) 訓練の実施 

学校における訓練は、教育計画に位置づけて実施するとともに、児童会・生徒会等の活動と

も相まって、十分な効果をあげるよう努める。 

(3) 訓練の反省 

訓練実施後は、十分な反省を加えるとともに、必要に応じ計画の修正・整備を図る。 

 

第２節 防災のための意識啓発・広報                      

１ 市及び県、名古屋地方気象台等における措置 

(1) 防災意識の啓発 
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県は、地震発生時に県民が的確な判断に基づき行動できるよう、市や防災関係機関、民間事

業者等と協力して、次の事項を中心に地震についての正しい知識、防災対応等について啓発す

る。 

また、地震体験車を市に貸し出すとともに、地震災害に関するビデオなどを市、学校等に貸

し出して、防災教育の推進を図る。 

名古屋地方気象台は、県民が津波警報等や地震に関する情報（緊急地震速報、南海トラフ地

震に関連する情報、長周期地震動に関する観測情報含む。）を容易に理解し、適切な避難行動を

とることができるよう、県、市及び防災関係機関と協力して、次の事項の内ア～エ、ク、ソ～

ツについて解説に努め、正しい知識について啓発を図る。 

さらに、市及び県は、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するよう努

める。 

ア 地震に関する基礎知識 

イ 県内の活断層や活断層地震への対策に関する知識  

ウ 予想される地震及び津波に関する知識、地域の危険度に関する知識  

エ 警報等や避難情報の意味と内容 

オ 正確な情報の入手  

カ 防災関係機関が講ずる地震防災応急対策等の内容  

キ 地域の緊急避難場所、避難路に関する知識  

ク 緊急地震速報、津波警報等発表時や避難情報の発令時にとるべき行動  

ケ 様々な条件下（建物内、路上、自動車運転中等）で災害発生時にとるべき行動  

コ 避難生活に関する知識 

サ 家庭における防災の話し合い（災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取

決め等）について、あらかじめ決めておくこと）  

シ 応急手当方法の紹介、平素から県民が実施すべき水、食料その他生活必需品の備蓄、家具

等の転倒防止、出火防止、ブロック塀の倒壊防止等の対策の内容  

ス 住居の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

セ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生活の再

建に資する行動 

ソ 地震が発生した場合における出火防止、近隣の人々と協力して行う避難･救助活動、初期消

火及び自動車運行自粛等防災上とるべき行動に関する知識   

タ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

チ 南海トラフ地震に関連する情報の内容・性格並びにこれに基づきとられる措置の内容  

ツ 南海トラフ地震臨時情報が発表された場合及び地震が発生した場合における出火防止、近

隣の人々と協力して行う避難･救助活動、初期消火及び自動車運行自粛等防災上とるべき行動

に関する知識 

(2) 防災に関する知識の普及 

市は、防災週間及び津波防災の日等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、地震・津波

災害・二次災害防止に関する総合的な知識の普及に努めるものとする。この際、愛知県防災教

育センターの活用を図る。 

また、市は、地域と連携を図り、地域の実情に応じた防災の教育及び普及促進を図るととも
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に、次の事項に留意し、市民の一人ひとりが正しい知識と判断をもって行動できるよう、地震

防災に関する啓発用パンフレット、チラシ等を作成し、各種防災行事等を通じて配布する。 

ア 平常時の心得に関する事項 

イ 地震発生時の心得に関する事項 

ウ 緊急地震速報の利用の心得に関する事項 

さらに、県は、自助・共助の取組を推進する防災人材の育成を事業者団体、教育機関、地域

団体、ボランティア団体等と連携・協働して行うものとする。 

(3) 自動車運転者に対する広報 

市は、地震が発生した場合において、運転者として適切な行動がとれるよう事前に必要な広

報等を行うこととする。 

(4) 家庭内備蓄等の推進 

市は、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想されるため、飲料水、食料、携帯

トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等の生活必需品について、可能な限り 1 週間分程度、

最低でも 3日間分の家庭内備蓄を推進するとともに、マスク、消毒液、体温計等の感染防止対

策資材について、できるだけ携行して避難するよう呼びかける。さらに、自動車へのこまめな

満タン給油を呼びかける。 

(5) 地震保険の加入促進 

地震保険は、地震等による被災者の生活安定に寄与することを目的とした公的保険制度であ

り、家屋等が被災した場合、復旧に要する費用が多額にのぼるおそれがあることから、被災者

が住宅再建する際の有効な手段の一つとなる。そのため、市、県等は、被災した場合でも、一

定の補償が得られるよう、その制度の普及及び市民の地震保険・共済への加入の促進に努める

ものとする。 

(6) 報道媒体の活用及び協力要請 

県は、発災時における混乱及び被害を最小限に食い止めるため、平常時から災害に関する教

育、キャンペーン番組等を積極的に編成し、県民の災害についての予防、応急措置、避難等防

災に関する知識の向上に努める。また、記者クラブ加盟各社等の報道機関に対して必要な資料

を提供し、地震対策に係る報道の協力を要請する。 

電気通信事業者は、災害時における通信量の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信

は控えるよう周知に努める。 

(7) 過去の災害教訓の伝承 

市は、市民が過去の災害から得られた教訓を伝承するよう、その重要性について啓発を行う。 

また、教訓を後世に伝えていくため、災害に関する調査結果や各種資料を広く収集・整理し、

適切に保存するとともに、市民が閲覧できるよう公開に努めるものとする。 

さらに、国土地理院と連携して、災害に関する石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後

世に伝えていくよう努めるものとする。 

 

第３節 防災のための教育 

１ 市及び公立・私立学校管理者における措置 

学校等での災害を未然に防止するとともに、災害による教育活動への障害を最小限にとどめる

ため、平素から必要な教育を行う。 
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また、災害発生時において、迅速かつ適切な対応を図るため、学校等では平素から災害に備え

て職員等の任務の分担及び相互の連携等について組織を整備しておく。 

なお、児童生徒等が任務を分担する場合は、児童生徒等の安全の確保を最優先する。 

(1) 児童生徒等に対する防災教育 

児童生徒等の安全と家庭への防災思想の普及を図るため学校（幼稚園を含む。以下同じ。）

において防災上必要な防災教育を行う。災害リスクのある学校においては、避難訓練と合わせ

て防災教育を実施し、その他の学校においても防災教育を充実し、子供に対して「自らの命は

自らが守る」意識の徹底と災害リスクや災害時にとるべき避難行動（警戒レベルとそれに対応

する避難行動等）の理解を促進する。また、防災教育は、教育課程に位置づけて実施しとりわ

け学級活動（ホームルーム活動）、学校行事及び訓練等とも関連を持たせながら、効果的に行

うよう配慮するとともに、消防団員等が参画した体験的・実践的な教育の推進に努めるものと

する。 

(2) 関係職員の専門的知識のかん養及び技能の向上 

関係職員に対する防災指導資料の作成・配布・講習会及び研究会等の実施を促進し、災害及

び防災に関する専門的知識のかん養及び技能の向上を図る。 

(3) 防災思想の普及 

ＰＴＡ、青少年団体、女性団体等の研修会及び各種講座等、社会教育の機会を活用して、防

災思想の普及を図る。 

(4) 登下校（登降園）の安全確保 

児童生徒等の登下校（登降園を含む。以下同じ。）途中の安全を確保するため、あらかじめ登

下校の指導計画を学校ごとに樹立し、平素から児童生徒等及び家庭等への徹底を図る。 

ア 通学路の設定 

（ア）通学路については、警察署、建設事務所、消防署等関係機関及び地元関係者と連携を

図り、学区内の様々な状況下における危険箇所を把握して点検を行う。 

（イ）平常の通学路に異常が生じる場合に備え、必要に応じて緊急時の通学路を設定するな

どしておく。 

（ウ） 異常気象時における通学路の状況の把握についてその情報収集の方法を確認しておく。 

（エ）児童生徒の個々の通学路及び誘導方法等について常に保護者と連携をとり確認してお

く。 

（オ）幼児の登降園については原則として個人又は小グループごとに保護者が付き添うもの

とする。 

（カ）高等学校及び特別支援学校における登下校については、児童生徒等の安全が確保でき

るよう、学校ごとに（ア）から（エ）までに定める事項を考慮しながら具体的な方法を

点検し確認しておく。 

イ 登下校の安全指導 

（ア）異常気象時の児童生徒等の登下校について指導計画を綿密に確認する。 

（イ）通学路における危険箇所については、児童生徒等への注意と保護者への周知徹底を図

る。 

（ウ）登下校時における危険を回避できるよう、児童生徒等に対して具体的な注意事項をあ

げて指導する。 
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第４節 防災意識調査及び地震相談の実施                    

１ 市及び県における措置 

市は住民の地震についての正しい知識の普及と防災意識の高揚を図るため、次の事項を防災関

係機関と有機的な連携のもとに実施するものとする。 

(1) 防災意識調査の実施 

市民の地震災害対策に関する防災意識を把握するため、アンケート調査等による防災意識調

査を必要に応じ実施する。 

(2) 耐震相談及び現地診断の実施 

地震が起きたとき、はたして我が家は大丈夫かという市民の不安を解消するため、無料で耐

震相談を実施する。 

また、住宅の現地診断についても適宜実施するものとする。 

(3) 地震に関する相談の実施 

地震についての不安を持っている県民のために、市及び県並びに防災関係機関は、相談に応

ずるものとする。 
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第１１章 震災に関する調査研究の推進 

 

■ 基本方針 

○ 様々な災害が同時に、広域的に多発する地震災害に対して、地震予知や被害想定の実施の

ほか、新たな知見や発想を積極的に取り入れた被害低減策の検討を継続的に実施するなど総

合的な地震防災対策の実施に結び付けていく。 

また、地域の災害危険性を的確に把握し、それに対する効果的な対策を調査するための防

災アセスメントを実施するとともに、それに基づき地域住民への防災広報活動の充実を図っ

ていく。 

 

第１節 震災に関する調査研究の推進                          

１ 市における措置 

本市は、具体的な震災対策を策定するために重要な地震被害想定に関する調査研究や、地震予

知に必要な資料を得るための調査研究等を実施してきたところである。 

また、国の地震調査研究推進本部や大学等の研究機関などにおいても調査研究が行われており、

これらの機関とも連携し、総合的に調査研究を推進することとする。 

こうした調査研究等の結果を積極的に取り入れ、地震防災対策の充実強化を図ることとする。 

(1) 基礎的調査（本市の自然・社会的条件に関する調査） 

本市の自然的・社会的条件についての調査は、調査研究の基礎をなすものである。社会的条

件については、既存の一般的な調査が利用できる部分が多い。自然条件については、ボーリン

グ調査等を活用し、地形・地質・地盤の構造などについて調査研究を進める。 

(2) 地震の発生、規模及び予知に関する調査 

将来発生するであろう地震の予知については、国、県、研究機関等が実施した調査結果の収

集に努める。 

(3) 被害想定に関する調査研究 

震災に関する総合的被害想定（被害の発生態様及び程度の予測）は、震災対策を適切に具体

化するための目標を設定することを目的とするものであり、震災対策の総合的かつ効果的な推

進を図るために重要である。 

ア 東海地震・東南海地震等被害予測調査（平成 14～15 年度、愛知県実施） 

海溝型地震では、①想定東海地震、②想定東南海地震、③想定東海地震と想定東南海地震

の連動、及び内陸型地震では、④養老－桑名－四日市断層帯等を想定して、最新の情報や予

測技術を基本にした被害予測調査を実施した。 

イ 東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査（平成 23～25 年度、愛知県実施） 

海溝型地震では、南海トラフ地震として規模の異なる①過去地震最大モデルによる地震・

津波、②理論上最大想定モデルによる地震・津波を想定地震として、東日本大震災の教訓や

最新の科学的知見を踏まえた被害予測調査を実施した。 

  ウ 岩倉市地震対策基礎調査（平成７年度） 

    阪神・淡路大震災の状況を鑑み、内陸直下型の「濃尾地震」の再来を想定し、岩倉市内の

被害状況について予測調査を実施した。 
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救助の種類 
実施者 

局地災害の場合 広域災害の場合 

避難所の供与 市（県が委任） 

要配慮者の輸送 市（県が委任） 

応急仮設住宅の設置 県 

食品の給与 市（県が委任） 

飲料水の供給 市（県が委任） 

被服、寝具の給与 市（県が委任） 

医療、助産 市（県が委任） 
県 

日本赤十字社愛知県支部 

被災者の救出 市（県が委任） 

住宅の応急修理 市（県が委任） 県 

学用品の給与  

 

市立学校児童生徒分 市（県が委任） 

県立学校、私立学校等児童生

徒分 
県 

埋葬 市（県が委任） 

死体の捜索及び処理 市（県が委任） 

 

(4) 救助の委任の留意点 

市へ事務を委任した場合であっても、その救助の実施責任は県にあるので、県は常にその状

況把握に努め、万一、市町村において、事務の遂行上不測の事態が生じた場合等には、県にお

いて委任元としての責任を持って市町村に対する助言を行う等、適切な事務の遂行に努めるこ

ととする。 

(5) 災害救助法が適用された場合の留意事項 

知事は、救助実施市を含む複数の市町村に災害救助法が適用されるような大規模災害時には、

災害救助法に基づき県の広域調整の下で救助を実施するため、被災者に公平かつ迅速な救助を

行えるよう、災害救助に係る愛知県資源配分計画に基づき、救助実施市の長と必要な情報を共

有し、救助を行うものとする。 

 

２ 市における措置（災害救助法第 13 条） 

(1) 救助の実施 

市長は、市の区域に災害救助法が適用され、知事の委任を受けた場合、災害救助法に基づく

救助を行う。 

(2) 県が行う救助の補助 

市長は、知事から委任を受けた救助以外に県が行う救助の補助を行う。 
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第２章 避難行動 
 

■ 基本方針 

○ 地震情報等の内容や伝達の方法等を定め、関係機関の防災対策に資するものとする。 

○ 市長は、災害対策基本法等に基づき必要に応じて避難のための可能な限りの措置をとるこ

とにより、生命及び身体の安全の確保に努めるものとする。 

 

第 1節 地震情報等の伝達 

１ 気象庁又は名古屋地方気象台における措置 

気象庁又は名古屋地方気象台は、地震に関する情報を発表する。 

(1) 緊急地震速報 

気象庁は、震度５弱以上を予想した場合、または長周期地震動階級 3以上を予想した場合に、

震度４以上を予想した地域、または長周期地震動階級 3以上を予想した地域に対し、緊急地震

速報を発表する。（震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報、

震度５弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は地震動警報に位置づけられる。） 

また、最大震度 3 以上又はマグニチュード 3.5 以上と予想される場合、または長周期地震動

階級 1以上を予想した場合に緊急地震速報（予報）を発表する。 

なお、緊急地震速報(警報）のうち予想震度が 6弱以上または長周期地震動階級 4を特別警報

に位置付けている。 

(2) 地震に関する情報 

地震発生約１分半後に震度３以上の地域名等を発表する震度速報を始め、震源に関する情報、

震源・震度に関する情報及び各地の震度に関する情報などを発表する。 

 

２ 県における措置 

(1) 気象庁又は名古屋地方気象台から伝達された情報を、県が受領し、関係市町村に通知（緊急

地震速報を除く）するものとする。 

(2) 震度情報ネットワークシステムにより計測した震度情報については、防災安全局災害対策課

において収集し、名古屋地方気象台及び県内市町村に伝達する。なお、震度３以上を計測した

場合は、県警察にも伝達するものとする。 

 

３ 市における措置 

(1) 地震情報等を受領した総務部長は、気象の状況と通報の内容を検討し、必要と認めるものに

ついては市長に報告するとともに庁内放送により職員に伝達する。 

(2) 地震情報等の伝達を受けた場合、速やかにその内容に応じた適切な措置を講ずるとともに必

要により市民、学校、その他関係先へ所要の連絡を行うものとする。 

ア 無線広報車等により伝達する。 

イ 区・自主防災組織を通じる。 

ウ 電話による。（施設等） 

エ 同報系防災行政無線により伝達する。 

 

４ 報道機関における措置 

日本放送協会は、気象庁から緊急地震速報が通知されたときは、直ちに当該情報の放送を行う。 

また、報道機関は、気象庁又は名古屋地方気象台から情報等が伝達されたときは、速やかに放
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送等を行うよう努めるものとする。 

５ その他防災関係機関における措置 

気象庁又は名古屋地方気象台から直接情報等を受けない防災関係機関は、ラジオ放送、テレビ

放送に留意し、さらに市、県と積極的に連絡をとり、関係機関相協力して情報等の周知徹底を図

るものとする。 

 

６ 地震情報等情報の伝達 

(1) 地震情報等は、関係機関は次の伝達系統により迅速かつ的確に伝達する。 
 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 注意報、警報の内容を全文伝達することは、相当時間を要し、災害防止に機を失することも

あるので、気象通報票により受伝達の迅速化を図るものとする。また、受伝達については、送

信者、受信者の氏名を確認し合うものとする。 

 

(3) 県において震度情報ネットワークシステムにより収集した震度情報については、次の伝達系

統図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1 伝達方法 
      名古屋地方気象台からの伝達は、防災情報提供システムによる。 
     2 気象庁本庁から西日本電信電話㈱には、特別警報及び警報につい

てのみ伝達を行う。 

愛知県警察本部 

愛 知 県 岩 倉 市 総務省消防庁 

名古屋地方気象台 
凡例 

県・消防庁に集まった震

度の情報の流れ 

市町村で計測した震度

情報の流れ 

震度情報ネットワークシステム情報の伝達系

西 日 本 電 信 電 話 ㈱ 

日本放送協会放送ｾﾝﾀｰ 

愛 知 県 

中部管区警察局 

日本放送協会名古屋放送局                 

報 道 機 関 

中部地方整備局 

防 災 関 係 機 関 

岩

倉

市 住

民

等 

名

古

屋

地

方

気

象

台 

気

象

庁

本

庁 

愛知県警察本部 江南警察署 

(県防災行政無線) 

(放送) 

(放送等) 

消 防 庁 
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７ 発見者の通報義務 

地震に伴う災害が発生し、又は拡大するおそれのある異常な現象（以下「異常現象」という。）

を発見した者は、直ちに市長又は警察官に通報するものとする。 

なお、警察官が通報を受けた場合は、その旨を速やかに市長に通報するものとする。 

 

第２節 避難情報                           

１ 市における措置 

(1) 避難の指示等 

地震等に伴うその他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特にその必要があ

ると認められるときは、避難のための立退きを指示する。 

(2) 知事等への助言の要求 

市長は、避難のための立退きを指示しようとする場合において必要があると認めるときは、

名古屋地方気象台、中部地方整備局又は知事に対し助言を求めることができる。さらに、避難

指示等の発令に当たり、必要に応じて気象防災アドバイザー等の専門家の技術的な助言等を活

用し、適切に判断するものとする。 

(3) 報告（災害対策基本法第 60 条第 4項） 

  (1)により、立退きを指示した場合は、直ちに知事に報告する。 

 

 

 

(4) 他市町村又は県に対する応援要求 

市は、自ら避難者の誘導及び移送の実施が困難な場合、他市町村又は県へ避難者の誘導及び

移送の実施又はこれに要する要員及び資機材につき応援を要求する。 

 

２ 水防管理者における措置 

(1) 立退きの指示 

洪水により著しい危険が切迫していると認められるときは、立退くことを指示する。 

(2) 通知（水防法第 29条） 

 

 

 

３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置 

(1) 洪水等のための立退きの指示 

水防管理者の指示と同様 

(2) 通知（地すべり等防止法第 25条） 

             （地すべりのための指示を行った場合） 

 

 

(3) 市長への助言 

   知事は、市長から避難のための立退きの指示等に際し助言を求められた場合は、必要な助言

を行う。 

   また、時機を失することなく避難情報が発令されるよう、市に積極的に助言するものとする。 

岩 倉 市 知 事 

水 防 管 理 者 警 察 署 長 

方面本部（尾張県民事務所） 

知事又はその命を 

  受けた職員 
警 察 署 長 
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末の緊急速報メールなど複数の手段を組み合わせるとともに、障害者等にあってはその障害

区分等に配慮した多様な手段を用いて情報伝達を行う。 

イ 避難行動要支援者の避難支援  

平常時から名簿情報を提供することに同意した避難行動要支援者については、名簿情報に

基づいて避難支援を行う。その際、避難支援等関係者の安全の確保、名簿情報の提供を受け

た者に係る守秘義務等の措置を講ずる。  

また、平常時から名簿情報を提供することに不同意であった者についても、可能な範囲で

避難支援を行うよう、避難支援等関係者その他の者に協力を求めるものとする。 

ウ 避難行動要支援者の安否確認 

避難行動要支援者の安否確認を行う際には、避難行動要支援者名簿を有効に活用する。  

エ 避難後における避難行動要支援者への対応  

地域の実情や特性を踏まえつつ、名簿情報について避難場所等の責任者に引継ぐとともに、

必要に応じて避難支援等関係者とともに避難場所から避難所への移送を行うこと。 
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第３章 災害情報の収集・伝達・広報 
 

■ 基本方針 

○ 発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正確な情報収集に努める。 

○ 市及び県は、災害情報を一元的に把握するとともに、関係機関を含めて災害に関する情報

を共有することができる体制のもと、相互に連携して適切な災害応急対策が実施できるよう

努める。 

○ 市、県及び防災関係機関は、重要通信の疎通を確保するとともに、効果的な通信の運用を

図るため、有線・無線の通常の通信手段を利用するほか、携帯電話や衛星通信施設、電話･

電報施設の優先利用、放送事業者への放送の依頼等を行う。 

○ 被災者等へ的確かつ分かりやすい情報を速やかに公表・伝達するとともに、相談窓口の設

置等により、住民等からの問い合わせに対応する。 

○ 各防災関係機関は、広聴活動を通じて災害地域住民の動向と要望事項の把握に努める。 

 

第１節 被害状況等の収集・伝達                        

１ 市の措置 

(1) 被害情報の収集 

市長は、人的被害の状況（行方不明者の数を含む）、建築物の被害、火災、津波、土砂災害の

発生状況等の情報を収集する。 

特に災害発生直後においては、概括的被害情報、ライフライン被害の範囲、医療機関にいる

負傷者の状況等、被害の規模を推定するための関連情報の収集にあたる。 

なお、収集に当たっては 119 番通報に係る状況等の情報を積極的に収集するとともに、必要

に応じ、画像情報の利用による被害規模の把握を行う。 

(2) 災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 

    市は、災害の状況（被害規模に関する概括的情報を含む）及び応急対策活動情報（応急対策

の活動状況,対策本部設置状況,応援の必要性等）について、把握できた範囲から直ちに県へ報

告する。 

報告にあたり、市長は、県防災情報システムを有効に活用するものとする。 

(3) 安否不明者・行方不明者の情報収集 

      捜索・救助体制の検討等に活用するため、市は、住民登録の有無にかかわらず、市の区域内

で安否不明・行方不明となった者について、県警察等関係機関の協力に基づき正確な情報の収

集に努めるものとする。また、安否不明・行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民

登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、

旅行者など住民登録の対象外の者は直接又は必要に応じ国を通じて大使館等）に連絡するもの

とする。 

なお、安否不明者・行方不明者・死者の氏名の公表については、県が定める「災害時におけ

る安否不明者・行方不明者・死者の氏名の公表方針」に基づき実施するものとする。 

(4) 火災、災害即報要領に基づく報告 

ア 市は、火災・災害即報要領（昭和 59年 10 月 15 日消防災第 267 号。以下「即報要領」とい

う。）に定める即報基準に該当する火災、災害を覚知したときは、原則として、30 分以内で

可能な限り早く、わかる範囲で、その第一報を県に報告するものとし、以後、判明した事項
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(2) 全県的な被害状況については、県防災情報システムを有効に活用して把握・共有するととも

に、愛知県災害対策本部災害情報センター（河川、道路被害、水道施設被害については、関係

課）へ照会する。 

 

第２節 通信手段の確保                            

１ 市、県及び防災関係機関における措置 

(1) 専用通信の使用 

防災関係機関は、情報連絡手段として、無線又は有線を利用した専用通信を使用することと

し、県は、災害情報の収集伝達のための中核施設として設置した防災行政無線網を使用する。 

なお、通常は、その設備を他人の通信のために使用してはならないこととなっているが、災

害時の通信連絡を行うに当たり緊急を要する場合は、所定の手続を経て、これを他人に利用さ

せることができる。 

(2) 防災相互通信用無線局の使用 

市、県及び防災関係機関は、防災対策に関する通信を相互に行うために設置した防災相互通

信用無線局を活用して、災害現場等での円滑な情報の受伝達を図る。 

(3) 衛星通信施設の使用 

市、県及び防災関係機関は、地上系の防災行政無線網に障害、輻輳や混信が発生した場合に

は、地域衛星通信ネットワークを活用した衛星通信施設により、映像を含む情報の受伝達に努

める。 

(4) 移動系無線局の使用 

各防災関係機関は、地震に強い移動系無線局を防災拠点や被災地域等に重点配備するととも

に、有効な運用を図り、地域の円滑な情報の受伝達を行う。 

(5) 非常通信 

無線局は、免許状に記載された目的又は、通信の相手方若しくは通信事項の範囲を超えて運

用してはならないことになっている。ただし、災害時等において有線通信を利用することがで

きないか又はこれを利用することが著しく困難であるときに人命の救助、災害の救援、交通通

信の確保又は秩序の維持のために行われる無線通信(以下「非常通信」という。)については当

該無線局の目的以外にも使用することができる。 

ア 非常通信の通信内容 

（ア）人命の救助に関するもの。 

（イ）災害の予警報(主要河川の水位を含む。)及び災害の状況に関するもの。 

（ウ）緊急を要する気象、火山等の観測資料に関するもの。 

（エ）秩序維持のために必要な緊急措置に関するもの。 

（オ）遭難者救護に関するもの。(日本赤十字社の本社及び支部相互間に発受するものを含

む。) 

（カ）電信電話回線の復旧のため緊急を要するもの。 

（キ） 鉄道の復旧、道路の修理、被災者の輸送、救援物資の緊急輸送等のために必要なもの。 

（ク）中央防災会議、緊急災害対策本部、非常災害対策本部、特定災害対策本部、県・市町

村の防災会議及び災害対策本部相互間に発受する災害救援、その他緊急措置に要する労

務、施設、設備、物資、資金の調達、配分、輸送等に関するもの。 
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（ケ）電力設備の修理復旧に関するもの。 

（コ）知事が医療、土木、建築、工事又は輸送関係者に対して発する従事命令に関するもの。 

イ 非常通信の発受 

非常通信は、無線局の免許人が自ら発受するほか、災害対策関係機関からの依頼に応じて

発受する。また、無線局の免許人は、災害対策関係機関以外の者から人命の救助に関する通

報及び急迫の危険又は緊急措置に関する通報の依頼を受けた場合は、非常通信を実施すべき

か否かを判断の上、発信する。 

ウ 非常通信の依頼 

非常通信は、最寄りの無線局に依頼する。依頼する無線局の選定に当たっては、非常通信

協議会構成員所属の無線局を選定することが望ましい。  

なお、岩倉市が県災害対策本部へ通ずる非常無線通信ルートは、次のとおりとする。 

 

(6) 電話・電報施設の優先利用 

市及び各防災関係機関は、災害時の予警報の伝達、必要な通知又は警告等を迅速に行うため、

電話･電報施設を優先利用し、又は他機関の専用電話を使用することができる。 

ア 一般電話及び電報 

（ア）災害時優先電話 

災害等で電話が混み合うと、発信規制や接続規制といった通信制限により、通常の電

話は被災地からの発信や被災地への接続は制限されるが、あらかじめ固定電話・携帯電

話事業者に登録された「災害時優先電話」はこうした制限を受けずに発信や接続を行う

ことができる。 

災害時優先電話番号   0587(37)5333  消防本部 

0587(65)7080  市役所協働安全課 

0587(65)7088  市役所協働安全課 

（イ）非常扱いの電報 

天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合の災害の予防

若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事

項を内容とする電報については、非常扱いの電報として、すべての電報に優先して取り

扱われる。 

（ウ）緊急扱いの電報 

○移  

岩 倉 市 

愛知県江南保健所 

江南警察署

尾張県民事務所 
県   庁 

(災害対策本部) 

愛知県警察本部 

－県防災行政無線局と無線で情報送受の第 1 次的系統 

－その他の防災関係機関に所属する無線局と無線回線で、防災行政系不通の場合における 

第 2 次的系統 

－原則として移動局用回線があるので、状況によっては通信輻輳もあり得る。 
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行令第 18条） 

(2) 指定公共機関等が県に協力した場合の経費負担については、各計画に定めるもののほかは、

その都度あるいは事前に相互に協議して定めておくものとする。 

 

第２節 応援部隊等による広域応援等 

１ 市の措置 

(1) 緊急消防援助隊等の応援要請 

ア 市長は、大規模な災害等が発生した場合は、愛知県内広域消防相互応援協定に基づく援助

要請及び緊急消防援助隊の要請を行うものとする。 

イ  応援活動部隊の野営施設又は宿泊施設及び車両等の保管場所等の活動拠点を確保する。 

ウ  消防本部において緊急消防援助隊指揮支援本部の設置・運営に協力する。 

 

２ 応援要員の受入体制 

防災関係機関が災害応急対策を実施するにあたり、各機関が県外から必要な応援要員を導入し

た場合、知事及び派遣先の市長は、これらの要員のための宿泊施設等について、各機関の要請に

応じて、可能な限り準備するものとする。 

 

第３節 自衛隊の災害派遣                           

１ 自衛隊における措置 

(1) 大規模な災害が発生した際には、発災当初においては被害状況が不明であることから、自衛

隊は、いかなる被害や活動にも対応できる態勢で対応する。また、人命救助活動を最優先で行

いつつ、生活支援等については、地方公共団体、関係省庁等の関係者と役割分担、対応方針、

活動期間、民間企業の活用等の調整を行うものとする。 

(2) 陸上自衛隊第 10 師団長等は、地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、災害派

遣要請者から人命財産の保護のための災害派遣の要請を受けた場合には、その内容及び自ら収

集した情報に基づいて部隊等派遣の必要の有無を判断し、適切な措置をとる。 

(3) 災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事等の要請を待ついとまがないときは、

部隊等の長は、要請を待つことなくその判断に基づいて部隊等を派遣することができる。この

際、要請を待たないで部隊等を派遣した後に、知事等から要請があった場合には、その時点か

ら当該要請に基づく救援活動を実施する。 

(4) 災害派遣の要請を受けることができる者及び担任地域 

災害派遣の要請を受けることができる者 担任地域 

陸上自衛隊 第 10 師団長 県内全域※ 

第 10 特科連隊長 

（豊川駐屯地司令） 

県東部（西三河北部、東三河北部、西三河南部、東三

河南部） 

第 10 後方支援連隊長 

（春日井駐屯地司令） 

春日井駐屯地近傍 

航空自衛隊第１輸送航空隊司令 

（小牧基地司令） 

県内全域 

海上自衛隊横須賀地方総監 県内全域 

※ただし、県西部（尾張北東部、尾張西部、名古屋、知多）の連絡・調整は、第 35 普通科連隊長担任 
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(5) 災害派遣の活動範囲 

項目 内容 

被害状況の把握 車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行い、被害の

状況を把握する。 

避難の援助 避難の命令等が発令され、避難、立退き等が行われる場合で必要がある

ときは、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援助する。 

遭難者等の捜索救助 行方不明者、傷者等が発生した場合は、通常、他の救援活動に優先して、

捜索救助を行う。 

水防活動 堤防、護岸等の決壊に対しては、土のう作成、運搬、積込み等の水防活

動を行う。 

消防活動 火災に対しては、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消火が必要

な場合は航空機）をもって、消防機関に協力して消火に当たるが、消火薬

剤等は、通常関係機関の提供するものを使用するものとする。 

道路又は水路の啓開 道路若しくは水路が損壊し、又は障害物がある場合は、それらの啓開、

又は除去に当たる。 

応急医療、救護及び

防疫 

被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行うが、薬剤等は、通常関係

機関の提供するものを使用するものとする。 

人員及び物資の緊急

輸送 

救急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送を

実施する。この場合において航空機による輸送は、特に緊急を要すると認

められるものについて行う。 

給食及び給水 被災者に対し、給食及び給水を実施する。 

入浴支援 被災者に対し、入浴支援を実施する。 

物資の無償貸付又は

譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令」(昭和

33 年総理府令第 1 号)に基づき、被災者に対し生活必需品等を無償貸付し、

又は救じゅつ品を譲与する。 

危険物の保安及び除

去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除去

を実施する。 

その他 その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものについては、

所要の措置をとる。 

(6) 連絡要員の派遣 

自衛隊は、災害派遣要請を受けたときは、又は災害派遣要請を受けることが予想されるとき

は、必要に応じて、県災害対策本部に連絡要員を派遣する。 

 

２ 災害派遣要請者（県知事）における措置 

(1) 災害派遣要請者は、市長又は関係機関の依頼を受けたとき、あるいは依頼がない場合でも周

辺市町村の被害、通信の状況等の全般状況から判断し、明らかに要請の必要性があると認めら

れる場合は、直ちに関係自衛隊に対して派遣要請の手続をとる。 

(2) 事態が急迫して文書によることができない場合は、口頭又は電信若しくは電話により連絡し、

事後速やかに文書を提出する。 

(3) 災害派遣を要請した場合並びに要請が予想される場合で、特に自衛隊との連絡を密にする必
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市は、受援及び応援のための集結・集積活動拠点として、表１の区分のとおり、防災活動拠点

の確保を図るものとする。 

なお、南海トラフ地震、東海地震、東南海・南海地震の発生時の国の応急対策活動に係る拠点

については、表２のとおりとなっている。 

物資の輸送拠点について、県及び市は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調

達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されてい

る物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関

係者間で共有するなど、備蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努めるものと

する。 

表１ 防災活動拠点の区分と要件等 

区分 

1 地区防災 

 活動拠点 

2 地域防災 

 活動拠点 

(※) 

3 広域防災 

 活動拠点 

4 中核広域 

防災活動拠

点 

5 航空広域 

防災活動拠

点 

6 臨海広域 

防災活動拠

点     

７ゼロメート

ル地帯広域防

災活動拠点 

設置主体 
市町村 県 及び 

政令市 

県 及び 

政令市 

県 県 

災害想定 

の規模 

市町村区域内 

・林野火災 

・局地的な土砂

災害等 

複数の市町村

に及ぶ災害 

・相当規模の林

野火災 

・相当規模の風

水害、土砂災

害等 

広域の市町

村に及ぶ災

害 

・大規模な地

震災害 

・大規模な風

水害等 

 

全県に及ぶ災害、大都市の災害 

 

 

・大規模激甚な地震災害 

・大規模激甚な風水害等 

広域の市町村

に及ぶ災害 

・大規模な地震

災害 

・大規模な風水

害等 

応援の規模 隣接市町村等 県内市町村等 隣接県等 中部・全国の都道府県等 中部・全国の都

道府県等 

役 割 

被災市町村内

の活動拠点 

郡単位、広域圏

単位の活動拠

点 

広域、全県的

な活動拠点 

全県で中心

となる活動

拠点 

主に空輸さ

れる要員、物

資の集積拠

点 

海上輸送さ

れる要員、物

資の揚陸・集

積拠点 

広域、全県的な

活動拠点 

拠点数 

市町村で１か

所程度 

郡又は圏域単

位で１か所程

度 

県内に数か

所程度 

県内に１か

所程度 

県内に 1 か

所程度 

県内に 3 か

所程度 

県内に 4か所 

要

件 

面積 

１ヘクタール

程度以上 

できれば中型

ヘリコプター

の離着陸が可

能 

3ヘクタール程

度以上 

中型ヘリコプ

ターの離着陸

が可能 

１0ヘクター

ル程度以上 

中型ヘリコ

プターの離

着陸が可能

で、複数機の

駐機が可能 

30 ヘクター

ル程度以上 

中型ヘリコ

プターの離

着陸が可能

で、相当機の

駐機が可能 

 

 

中型ヘリコ

プターの離

着陸が可能

で、相当機の

駐機が可能 

ストックヤード 

１0 ヘクター

ル程度以上 

 

１ヘクタール

程度以上 

大型・中型ヘリ

コプターの離

着陸が可能 

施設 

設備 

できれば 

倉庫等 

できれば 

倉庫、宿泊施設

等 

倉庫等 

できれば 

宿泊施設 

倉庫等 

 

宿泊施設 

 

倉庫等 

 

滑走路 

耐震岸壁 

 

1 万ﾄﾝ級以上

の船舶の係

留施設 

倉庫等 

※道の駅については、面積要件等を満たさない場合においても、道路管理者及び施設管理者と

の合意の上、地域防災活動拠点に位置づけることができる。 
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表２ 南海トラフ地震における広域受援計画に定める防災拠点の種類と機能 

分類 機能 主な設置主体 

広域進出拠点 災害発生直後、直ちに広域応援部隊が被災地方面に向かって

移動する際の一時的な目標となる拠点であって、各施設管理

者の協力にて設置するもの 

広域応援部隊の

派遣機関 

進出拠点 広域応援部隊が応援を受ける都道府県に向かって移動すると

際の目標となる拠点であって、各施設管理者の協力にて設定

するもの 

広域応援部隊の

派遣機関 

救助活動拠点 各部隊が被災地において部隊の指揮、宿営、資機材集積、燃

料補給等を行う拠点として、都道府県及び市町村があらかじ

め想定し、発災後には速やかに確保すべきもの 

県・市町村 

 航空機用救助活動拠点 救助活動拠点のうち、以下に該当する拠点 

①災害応急対策に活用する航空機が駐機、給油できる拠点 

②甚大な津波被害が想定される地域において、大規模な空か

らの救助活動のために活用が想定されることが予想される拠

点 

県・市町村 

広域物資輸送拠点 国が調整して調達する物資を都道府県が受け入れ、各市町村

が設置する地域内輸送拠点に向けて送り出すための拠点であ

って、都道府県が設置するもの 

県 

地域内輸送拠点 広域物資輸送拠点において都道府県が受け入れた国による調

達物資を、各市町村に配分する際の受け入れの拠点であり、

市町村が設置するもの 

市町村 

海上輸送拠点 人員、物資、燃料、資機材等を海上輸送するために想定する

港湾であって、耐震性及び機能性が高いもの 

国・県(港湾管理 

者) 

大規模な広域防災拠点 南海トラフ地震が発生した場合に、都道府県が全国の防災関

係機関から災害応急対策活動に係る広域応援を受けるために

設置する防災拠点のうち、救助・救急、消火活動等、医療活

動、物資の受け入れ・集積・分配を総合的かつ広域的に行う

拠点 

県 

 

表３ 「東海地震」及び「東南海・南海地震」応急対策活動要領に基づく愛知県広域受援計画 

分類 機能 

前進拠点 東海地震警戒宣言時に、部隊が派遣される強化地域周辺の拠点 

進出拠点 地震発生後、各部隊が被災地に進出する際、強化地域内等の拠点に一時集結する拠点 

活動拠点 部隊が被災地において活動するに当たり、宿営等を行う拠点 

広域物資拠点 非被災地域から物資を輸送する拠点 
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エリア・内容・手順、情報通信手段等について、部隊間の情報共有及び活動調整、必要に応じた

部隊間の相互協力を行う。 

  また、災害現場で活動する災害派遣医療チーム(ＤＭＡＴ) や緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－Ｆ

ＯＲＣＥ）等とも密接に情報共有を図りつつ、連携して活動する。 

 

６ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１市における措置」は県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務は市長への委任を想定しているため、市が実施することとなる。 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細則による。 

 

第２節 航空機の活用 

１ 航空機の運用調整 

(1) 航空運用チームの設置 

県は、情報収集、救助・救急、消火、医療等の各種活動のための航空機を最も有効適切に活

用するため、必要に応じて、県災害対策本部内に航空機及び無人航空機の運用を調整する部署

を設置する。 

(2) 調整事項等 

県は、各機関の航空機の安全・円滑な運用を図るため、航空機の活動エリアや任務の調整な

どを行うとともに、必要に応じて、次の業務を行うものとする。 

ア 自衛隊による局地情報提供に関する調整 

イ 国土交通省に対する緊急用務空域の指定依頼 

また、緊急用務空域が指定された際には，指定公共機関，報道機関等からの無人航空機の飛

行許可申請に係る調整を行うものとする。 

 

２ 愛知県防災ヘリコプターの活用 

(1) 市における措置 

市長は、防災ヘリコプターの応援要請をするときは、あらかじめ名古屋市消防航空隊に電話

等により次の事項について速報を行ってから緊急出動要請書を知事に提出する。 

ア 災害の種別 

イ 災害の発生場所 

ウ 災害発生現場の気象状況 

エ 飛行場外離着陸場の所在地及び地上支援体制 

オ 災害現場の最高指揮者の職・氏名及び連絡手段 

カ 応援に要する資機材の品目及び数 

キ その他必要な事項 

(2) 県及び名古屋市（消防航空隊）における措置 

知事は、市長から防災ヘリコプターの出動要請があったときに、次の要件のいずれかに該当

するときは、防災ヘリコプターの出動による応援を行う。 

この措置は、地方自治法第 252 条の 14（事務の委託）により、名古屋市の規程等に基づき、

名古屋市消防航空隊が実施する。 

ア 災害が隣接する市町村等に拡大し、又はそのおそれがあるとき。 

イ 要請のあった市町村等の消防力によっては、防御が著しく困難な場合 

ウ その他救急救助活動等において、防災ヘリコプターによる活動が最も有効な場合 
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第６章 消防活動・危険性物質対策 

 

■ 基本方針 

○ 大地震発生時には、火災の多発により極めて大きな人命危険が予想されるので、消防団員

はもとより市民、事業者あげて出火防止と初期消火を行う。 

○ 消防機関は、関係消防機関と連携を保ちつつその全機能をあげて避難の安全確保を始め、

重要な地域、対象物の防御と救助・救急及び地震による水災の防御等に当たり、激甚な大規

模災害等から市民の生命、身体及び財産を保護する。 

○ 地震により危険物施設等が被害を受け、又は危険物の流出その他の事故が発生した場合

は、災害の拡大を防止するための適切かつ迅速な緊急措置を実施し、周辺住民等に被害を及

ぼさないように努めるとともに、それらの情報等を提供し、周辺住民等を早急に避難させる。 

 

第 1節 消防活動 

１  活動方針 

大地震による各種災害の防止と同時多発火災の消火を基本方針とするもので、人命の安全に直

接関係する地域と市民生活に直接影響する施設等の優先防ぎょ等、消防の全機能を効率的に発揮

し、実効ある消防活動を展開し、市民の生命、身体及び財産の安全確保と被害の軽減を図るもの

とする。 

   また、この種の災害においては、広報、避難、交通、救助救護等、総合的施策との関連が極め

て重要であり、各防災関係機関との密接な連携を保ち活動する。 

 

２ 消防力の現況 

大地震による火災に対応する現有消防力は、火災の発生件数によっては消防力が劣性となるこ

とが予想されるため、人命危険の大なる地域の優先防ぎょ等、部隊の効率的な運用によりこれを

補うものとする。 

 

３  大地震火災の部隊運用 

(1) 消防隊の部隊運用 

      同時多発火災又は橋梁落下、道路の亀裂、液状化等によって走行困難となることが予想され、

警戒宣言が発せられた場合は、消防力の分散を図る。 

(2) 初動体制 

ア  地震火災発生に伴う即時出動が可能な消防隊は３隊である。 

イ  大地震発生と同時に非番職員等は参集することとし、参集した職員により編成する消防隊 

は、特殊車隊、救急隊を含め５隊である。 

 

４ 市における措置 

(1) 市は、速やかに管轄区域内の火災の全体状況を把握するとともに、迅速に重点的な部隊の配

置を行うものとする。特に、大規模な震災の場合は、最重要防御地域等の優先順位を定め迅速

に対応するものとする。 



- 295 - 

 

６ 医療救護班の編成・派遣等 

(1) 市長は、状況に応じて必要な救護班を順次現地に派遣する。 

(2) 災害に基づく医療は原則として、救護班によって行うものとする。 

(3) 救護班は原則として、医師１人、看護師２人、事務１人とする。 

(4) 救護班は、被災者の収容所、その他適当な場所に仮救護所を設けるとともに、病院及び診療

所の外来診療施設を利用して、臨時救護所を設けるものとする。 

(5) 医師会は、市の要請に基づく医療救護班を編成し応援するものとする。 

(6) 医療救護班において応急手当後、医療機関への収容を必要とするものについては、的確な情

報に基づき搬送する。 

 

７  救急搬送の実施 

(1) 患者の搬送は、原則として救急隊によって行う。ただし、救急車両が手配できない場合は、

市及び医療救護班で確保した車両により搬送を実施する。 

(2) 道路の損壊、交通機関の不通時等又は遠隔地へ重症患者を搬送する場合には、ドクターヘリ

を利用する。 

 

８ 医薬品その他衛生材料の確保 

(1) 医療救護活動に必要な医薬品等は、最寄りの医薬品等販売業者から調達することを原則とし、

災害の状況等により不足する場合は、市は２次医療圏等の区域ごとに設置される保健医療調整

会議に調達の要請をする。 

(2) 保健医療調整会議は、災害発生後、圏内の医薬品等販売業者の被害状況を速やかに把握する

とともに、市から医薬品等について調達の要請を受けた場合は、圏内の医薬品等販売業者に対

し供給を要請する。 

    圏内での調達が不可能な場合は、保健医療調整本部に調達を要請する。 

(3) 保健医療調整本部は、災害発生後、医薬品等販売業者の被害状況を速やかに把握し、災害薬

事コーディネーターとともに、愛知県医薬品卸協同組合、中部衛生材料協同組合、愛知県医療

機器販売業協会、一般社団法人日本産業・医療ガス協会東海地域本部及び東海歯科用品商協同

組合愛知県支部に、医薬品等の供給を要請する。 

(4) 県薬剤師会は、市又は県の要請に基づき医薬品等の供給及び支援薬剤師の派遣に協力する。 

(5) 市は災害多人数用救急箱を防災拠点施設に配置する。 

(6) 尾北薬剤師会岩倉支部は、市の要請に基づき医療品等の供給に協力する。 

 

９ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる。ただし、当該災害が

局地災害の場合は、当該事務については市長への委任を想定しているため、市が実施することと

なる。また、当該災害が広域災害の場合は、日本赤十字社愛知県支部への救助事務の委託を想定

している。 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細則による。 

 

第２節 防疫・保健衛生 

１ 市における措置 
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(1) 防疫組織 

市は、県に準じて、市災害対策本部の中に防疫組織を設ける。 

(2) 防疫活動 

ア 県の指示及び指導に基づき感染症の病原体に汚染された場所の消毒、ねずみ族、昆虫等の

駆除を実施する。 

イ 感染症法による生活の用に供される水の供給を実施する。 

ウ 避難所の生活環境を確保するため、必要に応じ、仮設トイレやマンホールトイレを早期に

設置するとともに、被災地の衛生状態の保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理

等についても必要な措置を講ずるように努める。 

(3) 臨時予防接種の実施 

市は、知事から臨時予防接種の実施の指示を受けた場合には、その指示に従い適確に実施す

る。 

 

２ 栄養指導等 

(1) 市及び県は、避難所等における炊き出しの実施に際し、栄養指導を行うとともに、避難所等

における被災者の食生活支援・相談を行う。また、避難所等における食物アレルギーを有する

者のニーズの把握やアセスメントの実施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努めるも

のとする。 

(2) 市は、避難所等における被災者に対する健康対策のうち、巡回栄養相談等を必要とする場合

は、「災害時における栄養・食生活支援活動に関する協定」に基づき、県を通じ公益社団法人愛

知県栄養士会へ支援の活動を要請するなど、避難所等における適切な食事の確保及び提供につ

いて、専門性を有した支援の協力が得られるよう努める。 

 

３ 健康管理 

(1) 市及び県は、必要に応じ、避難所等に保健師、歯科衛生士等を配置し、被災者等の健康相談

や口腔ケアを行うとともに、保健師、歯科衛生士による巡回健康相談を行う。 

(2) 要配慮者の健康状態には特段の配慮を行い、必要に応じ、医療を確保するとともに、福祉施

設等での受入れや介護職員の派遣等、保健・医療・福祉・介護関係者と協力し、健康維持に必

要な支援を行う。 

 

４ 健康支援と心のケア 

(1) 被災状況の把握と避難所・地域の保健活動 

ア 市は、地域の被災状況を把握し、避難所等へ保健活動方針と方法を決定し、それに基づき

避難所・地域での巡回健康相談及び家庭訪問を実施するなど、住民の健康状態の把握と対応

を行う。 

イ 県は、保健活動に必要な災害情報を収集し、市に情報提供と支援を行う。 

(2) 長期避難者等への健康支援 

ア 避難生活が長期にわたるとストレスが蓄積し、心身ともに様々な問題が生じやすいため、

健康増進への支援、ストレスなど心の問題等を含めた健康相談体制の充実、自治活動の支援

等を行う。 

イ ストレス症状の長期化・悪化、あるいはＰＴＳＤ・うつ病・アルコール依存症の人を適切
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管渠、マンホール内部の土砂の浚渫、止水バンドによる圧送管の止水、可搬式ポンプによ

る下水の送水、仮水路、仮管渠の設置等を行い、排水機能の回復に努める。 

イ ポンプ場、終末処理場 

各施設の被害状況に応じて、関係機関に情報伝達の上、緊急措置を講ずる。また、停電、

断水等による二次的な被害に対しても速やかな対応ができるように努める。 

 

第５節 通信施設の応急措置                          

１ 通信事業者（西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社）

における措置 

西日本電信電話株式会社及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社は、緊急に必

要な災害対策機関等、災害救助活動に直接関係する重要通信の確保及び通信の途絶の解消に留意

し、速やかに応急復旧を行う。また、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や復

旧の状況等を関係機関に共有する。 

(1) 災害対策本部の設置 

非常参集等の緊急プログラムを発動し、復旧要員等を動員し、災害対策本部等を設置する。 

(2) 緊急対応措置の実施 

垂れ下がった通信ケーブル等による住民等への二次災害の防止を図るとともに、被災電気通

信設備の復旧計画を作成し、復旧要員、資機材及び災害対策機器について所要数を検討する。 

(3) 応急復旧活動の実施 

発災後の初期段階においては、動員可能な社員を中心に支店内手持ちの資機材を活用し、防

災関係機関等の加入電話の疎通確保、通信の孤立防止、緊急に復旧を要する市外電話回線の復

旧等を優先して速やかに実施する。具体的な応急復旧措置は、次のとおり。 

ア 西日本電信電話株式会社 

(ｱ) 伝送路が被災した場合 

可搬型無線装置、応急光ケーブル等を使用し、伝送路の応急復旧を図る。なお、可搬形

無線装置の使用については、電波干渉を考慮し、総合的な判断により設置する。 

(ｲ) 交換機が被災した場合 

非常用可搬型ディジタル交換機等を使用し、応急復旧を図る。 

(ｳ) 電力設備が被災した場合 

非常用移動電源車、可搬型電源装置等を使用し、応急復旧を図る。 

(ｴ) 一般加入電話提供の通信設備が被災した場合 

非常用移動無線車、ポータブル衛星通信システムを使用し、回線の応急復旧を図る。な

お、避難所等へ特設公衆電話等を設置し通信の確保を図る。 

イ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

(ｱ) 伝送路が被災した場合 

応急光ケーブル等を使用し、伝送路の応急復旧を図る。 

(ｲ) 電力設備が被災した場合 

非常用移動電源車、可搬型電源装置等を使用し、応急復旧を図る。 

(4) 災害用伝言ダイヤル及び災害用伝言板の運用震度 6弱以上の地震が発生した場合は、電話の

輻輳を緩和するため、直ちに災害用伝言ダイヤルを提供するとともに、報道機関への連絡等を

行う。また、インターネットを利用して安否確認を行う災害用伝言板を、災害用伝言ダイヤル

の提供に準じて運用する。 

(5) 応援体制の確立 
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激甚な大規模災害の場合は、本社を中心にグループ全体としての応援体制（広域応援体制）

により効率的復旧を図る。 

 

２ 移動通信事業者（ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、ソフトバンク株式会社及び楽天

モバイル株式会社）における措置 

緊急に必要な災害対策機関等、災害救助活動に直接関係する重要通信の確保及び通信の途絶の

解消に留意し、速やかに応急復旧を行う。また、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設

の被害や復旧の状況等を関係機関に共有する。 

(1) 災害対策本部の設置 

災害対策本部を設置し、通信設備の被災状況把握、早期サービス回復に努める。 

(2) 応急復旧活動の実施 

ア 基地局の故障により利用できなくなった地域を救済するために、周りの基地局から対象地

域を補完する。 

イ 周りの基地局から補完できない場合は、移動無線基地局車を出動させて救済する。 

ウ 電源供給が停止した基地局へは、発動発電機又は移動電源車を出動させ、電力供給を実施

する。 

(3) 災害用伝言板の運用 

震度 6弱程度以上の地震が発生した場合には、被災地域への通信の疎通確保対策として、災

害用伝言板を運用する。 

(4) 応援体制の確立 

本社を中心にグループ全体としての応援体制（広域応援体制）により効率的復旧を図る。 

また、西日本電信電話株式会社及び関係機関と密接な連絡調整を図り、速やかに応急復旧を

行う。 

 

３ 市及び防災関係機関における措置 

大地震の発生により、電気通信が途絶した場合の最も有力な手段は、無線を用いた専用通信で

ある。各防災関係機関においては、あらかじめ具体的な応急対策計画を作成しておく必要がある

が、なかでも次のような点に格別留意して有効、適切な対応が図られるようにすべきである。 

(1) 要員の確保 

専用通信施設の点検、応急復旧に必要な要員の確保を図る。 

(2) 応急用資機材の確保 

非常用電源（自家発電用施設、電池等）、移動無線、可搬型無線機等の仮回線用資機材など 

(3) 訓練の実施 

各機関は、定期的又は随時に通信訓練を実施し、発災時に備えるよう努力する。 

 

４ 放送事業者における措置 

地震及びこれに伴う二次災害の発生時において、放送設備が故障又は被災し、放送が中断した

場合等に備えて、可及的速やかに放送を再開すること等のために、次のような対策の推進に努め

るものとする。 

(1) 放送局の演奏所が被災しても放送が継続できるよう、可能な限り送信所内に最小限の放送設

備を設ける。 

(2) 中波放送については、可能な限り非常用放送設備を設ける。 

(3) 放送番組中継回線及び防災関係機関との連絡回線が不通となった場合は、臨時無線回線を設
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める。 

(2) あらかじめ定めた連絡ルートにより、対策要員を動員し確保に努める。 

 

５ ガス事業会社における措置 

東邦瓦斯株式会社及びその他のガス事業会社は、東海地震注意情報が発表された場合、社内に

警戒体制を発令し、災害対策本部を設置して、次の措置を講ずる。 

(1) 車両等を整備･確保して応急出動に備えるとともに、備蓄資機材の数量確認及び緊急確保に努

める。 

(2) あらかじめ定めた連絡ルートにより、対策要員の確保に努める。 

 

６ 通信事業者及び移動通信事業者における措置 

(1) 西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、ＫＤＤＩ株

式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、ソフトバンク株式会社及び楽天モバイル株式会社は、東海地

震注意情報を受けた場合、災害応急対策を迅速かつ的確に実施するため、あらかじめ配備して

ある復旧用資機材、車両等の所在及び数量等の確認、広域応援計画に基づく必要な手配を実施

するものとする。 

(2) あらかじめ定めている要員により応急復旧体制をとる。 

 

７ 日本赤十字社愛知県支部における措置 

日本赤十字社愛知県支部は、東海地震注意情報が発表された段階から、災害の発生に備え、救

護班要員の確保、医療救護班の派遣準備を行うとともに、血液製剤の確保及び供給の準備を行う。 
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第４章 発災に備えた直前対策 
 

■ 基本方針 

○ 警戒宣言が発せられた場合、地震被害の軽減を図るため、防災関係機関及び地域住民等は

一体となって冷静かつ迅速に、発災に備えた直前対策をとるものとする。 
なお、東海地震注意情報が発表された場合、これらの準備的な対応を実施する。 

 

第 1節 避難対策 

１ 市における措置 

(1) 避難の指示等 

市は、警戒宣言が発せられた場合において、住民等の生命及び身体を保護するため必要があ

ると認めるときは、避難の指示を行い、あるいは警戒区域の設定を行う。 

(2) 避難生活に必須である物資の支給に係る周知 

市は、避難生活に必須の食糧、飲料水、生活必需品等の物資を、警戒宣言時には避難者に支

給しない場合は、その旨を周知するものとする。 

(3) 屋外における避難生活の運営 

避難場所で運営する避難生活は、原則として屋外によるものとする。ただし、要配慮者の保

護のため、安全性を勘案のうえ、必要に応じて屋内における避難生活を運営できるものとする。 

(4) 徒歩による避難の誘導 

避難場所まで避難するための方法については、徒歩によるものとする。 

(5) 要配慮者に対する支援・配慮 

市は、避難行動要支援者の人数及び介護者の有無等の把握に努めるとともに、必要な支援を

行うものとする。 

なお、避難にあたり他人の介護を必要とする者を受入れる施設のうち市が管理する施設につ

いては、避難者の救護のために必要な措置を講ずるものとする。 

また、外国人に対する情報伝達においては、多言語ややさしい日本語、ピクトグラム（案内

用図記号）による伝達ができるように配慮する。 

(6) 出張者、旅行者等の対応 

市は、出張者及び旅行者等について、関係事業者と連携しつつ、避難誘導等適切な対応を実

施する。特に、帰宅困難者、滞留旅客の避難対策については、事前に鉄道事業者と十分調整し

ておくものとする。 

 

２ 県における措置 

(1) 市が行う避難対策への協力 

県は、市が行う避難対策について、全体の状況把握に努め、必要な連絡調整及び指導を行う

とともに、次の事項について市に協力するものとする。 

ア 県の管理する施設を避難所、避難場所として開設・開放する際の協力 

イ 避難にあたり他人の介護を必要とする者を受入れる施設のうち県が管理するものについて、

避難者の救護のため必要な措置 

(2) 市からの応援要請に対する措置 

県は、避難した者に対する教護に必要な物資、資機材を調達･確保するため、市から応援の要

請があったときは、おおむね次の措置をとるものとする。 

ア 県が把握している物資等の供給のあっせん 

イ 県が備蓄している物資等の貸与 

ウ 県が保有する防災用資機材の配備 
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（イ）地震が発生した場合には地下駅や橋上駅は危険である旨を知らせる。 

（ウ）東海地震注意情報の内容を旅客に説明し、落ち着いて行動するよう呼びかける。 

（エ）ターミナル駅は混雑が予想されるため、旅客の誘導を行うとともに、必要に応じ警察

官等の増備を依頼することもある。 

(2) 警戒宣言発令時 

ア 列車の運行 

（ア）強化地域内の列車は、強化地域外に直ちに脱出し、強化地域外へ脱出できない列車は、

あらかじめ定めた最寄の駅に停車し、旅客を安全な場所に案内する。 

（イ）強化地域外の列車は、強化地域内へ進入せず、あらかじめ定めた駅での折り返し運転

を行う。 

イ 旅客への対応 

（ア）東海地震に関連する情報及び列車の運行情報等を、駅又は車内での案内放送、急告板

の掲出等により、旅客に案内する。 

（イ）強化地域内の駅構内及び列車内の旅客に対しては、最寄りの避難場所へ避難するよう

案内するとともに、強化地域外での列車折り返し駅までの案内を実施する。 

３ 名古屋市営地下鉄における措置 

(1) 東海地震注意情報発表時 

ア 運行に関する措置 

平常通り運行する。なお、利用者の状況により、さらに輸送力の確保を図る。 

イ 利用者への案内及び広報 

（ア）地震に関する情報、運行に関する措置等を、車内放送、駅構内放送、掲示板、LED 案

内表示器等によって利用者に案内する。 

（イ）警戒宣言発令時には地下鉄の運行を中止する旨を予告する。 

（ウ）混乱を起こさないよう落ち着いて行動するよう、利用者に協力を求める。 

（エ）地震に関する情報、地下鉄の運行状況、警戒宣言時には地下鉄の運行を中止すること

等を、Web サイトなどにより広報する。 

(2) 警戒宣言発令時 

ア 運行に関する措置 

すべての列車は、最寄りの駅に停車し、運行を中止する。 

イ 利用者への案内及び広報 

（ア）地震に関する情報、運行に関する措置等を、車内放送、駅構内放送、掲示板、LED 案

内表示器等によって利用者に案内する。 

（イ）混乱を起こさないよう落ち着いて行動するよう、利用者に協力を求める。 

（ウ）駅構内において、利用者に最寄りの避難場所を案内する。 

（エ）地震に関する情報、地下鉄の運行中止の状況等を、Web サイトなどにより広報する。 

第６節 バス                                 
１ 中部運輸局における措置 

中部運輸局は、路線バス事業者に対し、東海地震注意情報が発表された段階から、路線バス事

業者において、利用者に対し警戒宣言発令時の運行規制等の情報を提供するよう指導するととも

に、不要不急の旅行や出張等を控えることについて、利用者に呼びかけるよう要請する。 

ア  強化地域内へ進入するバスの乗務員に対して必要な指示を与える。 

イ  強化地域内へ進入する路線を除いては、乗務員に対し平常運行に努めるよう指示を与える。 

第７節 飲料水、電気、ガス、通信及び放送関係                 
１ 市及び水道事業者における措置 

市及び水道事業者は、警戒宣言が発せられた場合、震災に備えた緊急貯水を地域住民等に強力

に呼びかけるとともに、次の措置をとるものとする。 

(1) 地域住民等の飲料水等の緊急貯水によって水量不足が生じないよう、配水池の水位確保等配
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水操作に十分留意する。 

(2) 需要水量を確保するため、自己水源を最大限に活用した送水に努めるものとする。 

(3) 県水の受水については、自己水源による供給水の確保が困難な場合、直ちに県に緊急増量の

要請を行うものとする。 

２ 中部電力株式会社、株式会社ＪＥＲＡにおける措置 

中部電力株式会社、株式会社ＪＥＲＡは、地震災害予防及び災害復旧にとって必要不可欠な条

件となっている電力を円滑に供給するため、警戒宣言が発せられた場合等の地震防災応急対策と

して次の措置を講ずる。 

(1) 電力施設の予防措置 

東海地震注意情報又は、警戒宣言に基づき、電力施設に関する次の予防措置を講ずる。この

場合において、地震発生の危険に鑑み、作業上の安全に十分配慮する。 

ア 特別巡視、特別点検 

給電制御所、発電所、変電所等において、構内特別巡視、非常電源設備の点検、燃料・冷

却水等の補充、消火設備の点検を実施する。 

イ 応急安全措置 

仕掛り工事及び作業中の電力施設は、状況に応じて、設備保全及び人身安全上の応急措置

を実施する。 

(2) 電力の緊急融通 

各電力会社とあらかじめ定めた電力融通に関する契約等に基づき、電力の緊急融通体制につ

いて確認する。 

(3) 安全広報 

テレビ、ラジオ等の報道機関及び Web サイトを通じて、地震発生時の具体的な電気の安全措

置に関する広報を行う。 

３ 都市ガス事業会社における措置 

東邦瓦斯株式会社は、都市ガスを円滑に供給するため、警戒宣言等が発せられた場合、地震防

災応急対策として、次の措置を講ずる。 

また、他の都市ガス事業会社は、これに準じた措置をとるものとする。 

(1) 供給の継続 

警戒宣言が発せられた場合においても、ガスの供給を継続する。 

(2) 安全広報 

警戒宣言発令等があった場合、ガス利用者に対し、不使用中のガス栓が閉止されていること

の確認、地震発生時におけるガス栓の即時閉止等を要請する。また、テレビ、ラジオ等の報道

機関に対して、この広報内容を報道するよう要請する。 

(3) 帰宅等の要請 

東海地震注意情報が発表された場合、本社及び事業所等の見学者、訪問者等に対して、注意

情報が発表された旨を伝達し、帰宅等を要請する。 

(4) ガス工作物の巡視･点検 

警戒宣言発令等があった場合、点検が必要な設備については、あらかじめ定める点検要領に

従い巡視･点検を行う。 

(5) 工事等の中断 

警戒宣言発令等があった場合、緊急でない工事･作業等は、工事中･作業中のガス工作物の危

険を防止する措置を施した後、これを中断する。 

４ 一般社団法人愛知県ＬＰガス協会における措置 

警戒宣言が発せられた場合、一般社団法人愛知県ＬＰガス協会は、ラジオ、テレビ等の報道機

関を通じて、あらかじめ連絡してある広報内容により、ＬＰガスの具体的な安全措置に関する広

報を依頼する。 

５ 通信事業者における措置 
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西日本電信電話株式会社は、警戒宣言が発せられた場合、通信の疎通が著しく困難となる事態

が予想されるため、地震防災応急対策実施上の重要通信を確保するため次の措置を行う。 

また、他の通信会社は、これに準じた措置をとるものとする。 

(1) 地震防災応急対策等に関する広報 

東海地震注意情報もしくは警戒宣言が発せられた場合、強化地域内の組織及びその他の地域

で必要とする組織においては、利用者の利便に関する次に掲げる事項について、支店前掲示板、

テレビ・ラジオ等を通じて情報提供及び必要な広報を行う。 

ア 通信の疎通状況及び利用制限等の措置状況 

イ 電報の受付、配達状況 

ウ 加入電話等の開通、移転等の工事、障害修理等の実施状況 

エ 西日本電信電話株式会社の東海支店における業務実施状況 

オ 災害用伝言ダイヤルの利用方法 

カ その他必要とする事項 

(2) 通信の利用制限等の措置 

各情報及び災害等により通話が著しく困難となった場合は、重要通信を確保するため、契約

約款の定めるところにより、通話の利用制限等の措置をとるものとする。 

(3) 災害用伝言ダイヤル及び災害用伝言板の運用 

東海地震注意情報等発令後、状況に応じて災害用伝言ダイヤル及び災害用伝言板等を提供す

るとともに、報道機関への連絡等を行う。なお、必要に応じてこれらの措置を東海地震注意情

報等発令前からも実施する。 

(4) 建物、施設等の巡視と点検 

東海地震注意情報、又は警戒宣言が発せられた場合、建物及び重要通信施設を巡視し、必要

な点検を実施するものとする。 

(5) 工事中の施設に対する安全措置 

東海地震注意情報、又は警戒宣言が発せられた場合、工事中の電気通信設備、建築物等につ

いては、原則として工事を中断するものとする。中断に際しては、現用電気通信設備等に支障

を与えないよう、必要により補強及び落下、転倒防止等の安全措置を講ずるものとする。 

なお、この場合、付近住民及び作業員の安全に十分配慮するものとする。 

６ 日本放送協会名古屋放送局における措置 

(1) 防災組織の整備及び市、県への協力 

日本放送協会名古屋放送局は、警戒宣言が発せられた場合、防災業務計画により防災組織を

整備して、自ら活動を実施するとともに、市及び県と協力して減災・防災に向けた活動を行う。 

(2) 地震災害及び社会的混乱の防止を目的とした緊急警報放送等 

東海地震に関連する情報等の放送にあたっては、地震災害及び社会的混乱の防止を目的とし

て、居住者等に対して冷静な対応を呼びかけるとともに、交通･ライフライン･生活関連情報等

の正確･迅速な情報の提供に努めることを基本とし、緊急警報放送、臨時ニュースを編成する等、

各メディアを有効に活用して対処することとする。 

(3) 外国人、視覚障害者等への配慮 

放送にあっては、外国人、視聴覚障害者等にも配慮を行うよう努めることとする。 

第８節 生活必需品の確保                           
１ 市における措置 

(1) 生活必需品の売り惜しみ、買占め等の防止に係る要請 

国及び県･市は、警戒宣言が発せられた場合、食料等の生活必需品の売り惜しみ、買占め、及

び物価高騰が生じないよう、関係する生産団体、流通団体等に対して、安定して供給するよう

要請するものとする。 

(2) 生活必需品を扱う小売店舗の営業に係る要請 

強化地域外の生活必需品を扱うコンビニエンスストア等小売店舗に対して、警戒宣言が発せ

られた場合にも極力営業を行うよう関係団体を通じ要請し、強化地域内にあっても、生活必需

品等を販売するコンビニエンスストア等小売店舗の営業の要請に努めるとともに、必要となる
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物資の輸送についての対策を講じるものとする。 

  (3) 住民に対する周知 

市は、平常時から次の対応について周知徹底に努める。 

各家庭においては、警戒宣言発令時には市から食料等生活必需品は、原則として支給されな

いおそれがあること、また、地震発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想されることを

考慮し、可能な限り 1週間分程度、最低でも 3日間分の飲料水、食料を始めとする生活必需品

を、常時家庭内に備蓄しておかなければならない。 

 

第９節 金融対策                               
１ 東海財務局及び日本銀行名古屋支店における措置 

東海財務局、日本銀行名古屋支店は、警戒宣言が発せられたときは、金融機関の現金保有状況

の把握に努め、金融機関の所要現金の確保について必要な援助を行うなど、通貨の円滑な供給の

確保に万全の措置を講じるほか、必要に応じて、適当と認められる機関又は団体と緊密な連絡を

とりつつ、民間金融機関等に対し、その業務の円滑な遂行を確保するため、次に掲げる民間金融

機関等における措置を適切に講じるよう要請する。 

  (1) 強化地域外に営業所を置く民間金融機関の警戒宣言時の対応 

ア 強化地域内にある民間金融機関の本店・支店等向け手形交換業務の停止 

営業時間中に警戒宣言が発せられた場合には、強化地域内にある民間金融機関の本店・支

店等向けの手形交換業務については停止し、併せて当該業務停止を店頭に掲示し、顧客の協

力を求めるものとする。 

イ 平常営業 

強化地域内の本店及び支店等が営業停止の措置をとった場合であっても、強化地域外の支

店及び本店等の営業所は、平常どおり営業する。 

 

第１０節 郵政事業対策                             
１ 日本郵便株式会社における措置 

  強化地域外の郵便局については、原則として平常どおり窓口業務を行う。 

 

第１１節 病院、診療所                            
１ 病院、診療所における措置 

(1) 病院、診療所は、東海地震注意情報が発表された段階から、院内放送等により、医師等の職

員、入院患者及び外来患者等に対し情報を伝達するとともに、被害の発生防止、医療機能の維

持に努める。 

(2) 災害拠点病院については、発災後の医療救護活動を確保するため、警戒宣言時の救急外来、

投薬外来（簡単な問診等での投薬外来）を除き、外来診療を原則縮小する。 

 

第１２節 緊急輸送                              
１ 市、県及び関係機関における措置 

(1) 市、県及び関係機関は、地震防災応急対策のための緊急輸送あるいは発災後の緊急輸送等に

備えて、緊急輸送用車両及びヘリポート等の確保を図るものとする。 

(2) 確保すべき車両の数量、及び確保先との連絡手段をあらかじめ定めておく。 

 

２ 緊急輸送の対象となる人員、物資等の範囲 

警戒宣言が発せられた場合、発災に備え、その応急救助対策に関する業務を遂行するため必要

とされる人員、物資の輸送範囲は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 応急対策作業に従事する者 

(2) 医療、通信、調査等で応急対策に必要とされる者 

(3) 食料、飲料水、その他生活必需品 

(4) 医薬品、衛生材料等 
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(5) 救援物資等 

(6) 応急対策用資材及び機材 

(7) その他必要な人員及び物資、機材 

 

３ 緊急輸送の方針 

(1) 緊急輸送は、市、県及び関係機関が保有する車両等の輸送力により、必要最小限の範囲で実

施するものとし、実施にあたって輸送手段の競合が生じないよう、緊急輸送関係機関及び実施

機関は、あらかじめ相互の連携協力体制を十分整備するものとする。 

(2) 警戒宣言後の緊急輸送の実施にあたり具体的に調整すべき問題が生じた場合は、県及び市の

警戒本部において調整を行うものとする。 

 

４ 緊急輸送道路 

警戒宣言発令時の緊急輸送道路は、第 2編第 2章第 2節 2(2)で定める道路とする。 

 

５ 緊急輸送車両の事前届出及び確認 

(1) 緊急輸送を行う計画のある車両を保有する指定行政機関等にあっては、緊急輸送車両である

ことの確認を迅速･円滑に受けるため、県公安委員会が別に定めるところにより、県公安委員会

（県警察本部）へ緊急輸送車両の事前届出を行うこととする。 

(2) 大規模地震対策特別措置法第 24 条の規定により、緊急輸送を行う車両以外の車両について通

行の禁止又は制限が行われた場合の、緊急輸送車両であることの確認については、第 4節 1(6)

に定めるところによる。 

 

６ 緊急輸送車両確認の効力 

大規模地震対策特別措置法施行令第 12条第１項の規定に基づき、緊急輸送車両であることの確

認を受け、現に緊急輸送に従事している際に警戒宣言に係る地震が発生した場合には、災害対策

基本法施行令第 33条第 4項の規定に基づき、同条第 1項の規定による確認を受けるまでもなく、

当該緊急輸送に従事することができる。 

 

第１３節 警戒宣言発令時の帰宅困難者・滞留旅客対策              
１ 市及び関係機関における措置 

警戒宣言が発せられ、交通機関が運行停止等の措置をとった場合、通勤・通学者、買物客等に

は、帰宅が困難になる者が相当数生じることが見込まれることから、市は、帰宅困難者、滞留旅

客の保護等のため、避難所等の設置や帰宅支援等必要な対策を講じるものとする。 

(1) 交通機関の運行停止等により帰宅が困難になった人に対しては、原則として徒歩による帰宅

を促す。 

(2) 事業所等は、従業員、学生、顧客等に対し、東海地震注意情報が発表された段階から正確な

情報を提供することとし、警戒宣言発令時には交通機関が運行停止する旨の情報を提供して事

前の帰宅困難者発生抑制に努める。 
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第５章 市が管理又は運営する施設に関する対策 

 

■ 基本方針 

○ 市は、警戒宣言が発せられた場合、自ら管理･運営する道路、用排水路、不特定かつ多数

が出入する施設、あるいは地震防災応急対策の実施上重要な建物に関して、地震発生に備え

た対策を速やかに実施するものとする。 

なお、東海地震注意情報が発表された場合は、これらの対策の準備的な対応を実施する。 

 

第 1節 道路 

１ 市における措置 

予想される道路の被害は、法面の崩落、高盛土箇所の崩落、路面のき裂、沈下、橋りょうの損

壊等が想定される。 

   このため、市は、東海地震注意情報が発表された段階から、次のとおり所管道路における管理

上の措置をとるものとする。 

(1) 市は広報車を活用して東海地震注意情報、東海地震予知情報、警戒宣言その他地震に関する

情報及び運転手に取るべき措置を道路利用者に伝達する。 

     なお、東海地震に関連する調査情報が発表された場合においても、その内容を伝達するもの

とする。 

(2) 市は、巡視を実施して、交通状況、工事中箇所、通行止め箇所を把握する。 

(3) 必要な安全対策を講じたうえで、原則として工事中の道路における工事の中断等の措置をと

る。 

(4) 道路巡視及び応急復旧作業の担当者に事前配備について連絡・確認を行う。 

(5) 応急復旧資機材の保有状況について、情報収集・把握を行う。 

(6) 県、警察その他関係機関と連携協力し、必要な措置を講ずる。 

 

第２節 河川 

１ 市における措置 

市は、東海地震注意情報が発表された段階から、堤防、排水機場、水門等のうち特に重要な施

設では、直後の点検、応急復旧等が実施できる準備をあらかじめ定めるものとする。 

 

第３節 不特定かつ多数の者が出入りする施設 

１ 市における措置 

  市が管理する庁舎、市民が利用する施設、学校、社会福祉施設等の管理上の措置は、概ね次の

とおりとする。 

 (1) 一般的事項 

ア 警戒宣言等の情報伝達及び退避等の措置 

（ア）東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表された場合 

庁舎への来訪者、施設利用者に対して、東海地震に関連する調査情報（臨時）の伝達

に努める。 


